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はじめに

1991年に着手された経済自由化体制への転換に伴って，インド経済のグ

ローバル化が急速に進展し，かつて支配的であった「供給制約型経済

（supply-constrained economy）」（絵所 1991，第２章）から「需要牽引型経

済（demand-driven economy）」への転換が生じている。この転換を象徴的

にあらわす経済事象は，インド経済のサービス化の進展であり，またサー

ビス産業の近代化の進展である。もはやかつてのように，農業生産（第一

次産業）の動向がインド経済全般の成長を決定するほど大きな影響を及ぼ

さなくなってきた。逆に，サービス業の発展が，製造業や農業のあり方に

大きな影響力を持ち始めた。2009年度（2009.4.1-2010.3.31）のGDPに占

める農業および農業関連活動のシェアは14.6％まで低下する一方，サービ

ス部門のシェアは55.2％にまで上昇した（GOI 2001, pp. 187, 237）。

こうした転換を分析するにあたって，具体的な研究テーマの一つは，都

市の富裕層や中間層を中心とした消費構造・消費行動の変化が農村経済に

与える影響を吟味することである。すなわち，「都市から農村へ」あるいは

｢消費から生産へ｣ という経済社会変化の流れを重視した研究の推進であ

る。リアドン＝グラティの表現によれば，「需要が牽引する，消費者優位の

転換」，すなわち「食卓から鋤へ（From Plate to Plow）」と流れる食品サプ
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ライチェーンの変化を辿る研究である（Reardon and Gulati 2008, p.36; 

Gulati 2010）。

本稿は，こうした研究の一環として，穀物，野菜・果物，鶏肉・鶏卵と

並んでインド人の食生活に欠かすことのできない，そして需要牽引型成長

を代表する一事例として，乳業（ミルク・ミルク加工産業）をとりあげる
1）。

本稿の構成は，以下のようなものである。第１章では，乳業の前提とな

るインド畜産業の特徴を概観する。第２章では，第１章の議論を踏まえて，

インド乳業の特徴と変化をとらえる。第３章では，乳業部門の自由化に伴

う新たな事業の展開事例を垣間見る。最後に，簡単な結論を付す。

１　インド畜産業の特徴と変化

１－1　ウシ属の頭数と構成の変化

まずは乳業のベースとなる畜産業を概観しておきたい。インドは世界に

冠たるウシ大国である。2005年時点で，インドは世界の水牛の実に56.4％

（9,800万頭）を占めダントツで世界第１位であり，またウシは世界の13.8

％（１億8,500万頭）を占めブラジルについで世界第２位となっている（表

１）2）。

表２は，独立後インドの家畜頭数の推移を見たものである。このうち人

間が飲料として利用するミルクを生産する主要家畜はウシと水牛である。

1） ブロイラー養鶏に関しては，後藤（2006）がある。
2） インド畜産に関する基礎データは，農業省・農業協同組合局・経済統計部（Ministry of 

Agriculture, Department of Agriculture and Co-operation, Directorate of Economics and 
Statistics）が公刊している，『インド畜産センサス』（Indian Livestock Census）である。最
新版は2004年に公刊された，2003年に実施された第17回畜産センサスであるが，入手でき
なかったため，主に本稿では同じく農業省の畜産・酪農・漁業局（Department of Animal 
Husbandry, Dairying & Fisheries）が公刊している 『基礎畜産統計2006年』（Basic Animal 
Husbandry Statistics 2006），を使用した。
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他にもミルクを生産する家畜として，ヤギ，ヒツジ，ラクダがいるが，こ

れらの家畜からのミルク生産量はわずかである。

2003年インドにおけるウシ属（bovine）全体の頭数は２億8,310万頭であ

り，その内訳はウシ１億8,520万頭，水牛9,790万頭である。このうちミル

ク生産が可能な成体メスウシは6,450万頭（ウシ全体の34.8％），成体メス

変容するインド乳業

表１　世界主要国のウシ・水牛の頭数：2005年

順位
ウシ 水牛
100万頭 （％） 100万頭 （％）

世界全体 1345 100.0 世界全体 174 100.0 
1 ブラジル 192 14.3 インド 98 56.4 
2 インド 185 13.8 パキスタン 26 15.1 
3 中国 115 8.6 中国 23 13.1 
4 米国 96 7.1 ネパール 4 2.3 
5 アルゼンチン 51 3.8 エジプト 4 2.3 
6 エチオピア 39 2.9 フィリピン 3 1.9 
7 スーダン 38 2.9 ヴェトナム 3 1.7 
8 メキシコ 31 2.3 ミャンマー 3 1.6 
9 オーストラリア 28 2.1 インドネシア 2 1.4 
10 コロンビア 25 1.9 タイ 2 1.0 

出所：DAHD 2006: p. 162.

表２　インドにおける家畜頭数の推移（100万頭）
種類 1951 1956 1961 1966 1972 1977 1982 1987 1992 1997 2003
1. ウシ 155.3 158.7 175.6 176.2 178.3 180.0 192.5 199.7 204.6 198.9 185.2 
1a. うち成体メスウシ 54.4 47.3 51.0 51.8 53.4 54.6 59.2 62.1 64.4 64.4 64.5 
2. 水牛 43.4 44.9 51.2 53.0 57.4 62.0 69.8 76.0 84.2 89.9 97.9 
2a. うち成体メス水牛 21.0 21.7 24.3 25.4 28.6 31.3 32.5 39.1 43.8 46.8 51.0 
3. ウシ属合計(1+2) 198.7 203.6 226.8 229.2 235.7 242.0 262.4 275.8 289.0 288.8 283.1 
4. ヒツジ 39.1 39.3 40.2 42.4 40.0 41.0 48.8 45.7 50.8 57.5 61.5 
5. ヤギ 47.2 55.4 60.9 64.6 67.5 75.6 95.3 110.2 115.3 122.7 124.4 
6. 馬・ポニー 1.5 1.5 1.3 1.1 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 
7. ラクダ 0.6 0.8 0.9 1.0 1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 0.9 0.6 
8. 豚 4.4 4.9 5.2 5.0 6.9 7.6 10.1 10.6 12.8 13.3 13.5 
9. ミュール 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 
10. ロバ 1.3 1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.7 
11. ヤク NC NC 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 
家畜合計 292.8 306.6 335.4 344.1 353.6 369.0 419.6 445.3 470.9 485.4 485.0 

出所：DAHD 2006: p. 74.



56

水牛は5,100万頭（水牛全体の52.1％）である。独立直後1951年のウシ頭数

は１億5,530万頭，水牛頭数は4,340万頭であった。このうち成体メスウシ

は5,440万頭であり，ウシ全体の35.0％を占めており，ウシの場合の雄雌比

率は2003年とほとんどかわりがない。これに対し，1951年の成体メス水牛

頭数は2,100万頭であり，水牛全体の48.4％であった。2003年のそれは52.1

％であり，徐々にではあるがメス水牛の比率が着実に増加傾向を辿ってい

るだけでなく，ウシと比較するとメスの比率ははるかに高い。ウシと水牛

の間の雄雌比の大きな相違は，これら２つの家畜の社会的位置づけが異な

っているためである（久保田2001; 篠田1992）。

インドにおいてウシの第一の役割は役畜としてのもので，農作業におけ

る動力源として不可欠である。圃場の耕起，播種，整地のために，オスウ

シが使用される。久保田は，「農民にとっては牛からの牛乳生産は主要な目

的ではなく，動力源としての優秀な雄牛を確保する過程で生産された副産

物に位置づけられている」と論じている（久保田 2001, p. 53）。これが，

ウシの場合の雄雌比率が大きく変化しない理由である。これに対し水牛は

役畜としての役割を期待されていない。インドの水牛は，東南アジア諸国

で農作業に利用されている沼沢型水牛ではなく，河川型水牛で農作業に向

いていない（同）。もう一つの理由は，宗教的タブーである。インドでは，

ヒンドゥー教の宗教的なタブーとして「聖なる牛」の屠殺を嫌い，その肉

を食することはめったにないというのは事実であるが，このタブーはオス

ウシや乳のでなくなったメスウシには必ずしもあてはまらないし，まして

白色のゼブ牛とは全く異なる様相を呈する黒色の水牛にはあてはまらない

（久保田 2001: pp. 56-59; 中里 1989）。オス水牛は屠殺の対象となり，一方

メス水牛は主としてミルク生産のために飼育されている。

表３からわかるように，ウシ属総数に占めるウシの比率に減少傾向がみ

られるのに対し，水牛頭数の比率は増大傾向にある。また成体メスウシだ

けをとると，その比率はほとんど変化がみられないので，オスウシの比率

がウシの比率減少をもたらしている要因であることがわかる。インド農業
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の機械化が進展する中で（篠田 2007; 篠田 2010），ウシ属の主要な役割が

役畜からミルク生産へと大きく比重を移してきたことを反映している

（Sharma 2004）。

表４は，総作付地（TCA: Total Cropped Area）100ヘクタール当たりの

家畜頭数（家畜密度）を地域別にみたものである。インド全土の平均は，

100ヘクタール当たりウシ属の数は151頭であり，その内訳はウシ104頭，

水牛47頭である。地域別にみると，きわめて大きな差異がある。家畜密度

が最も高いのは東部で230頭，最も低いのは西部で126頭である。また北部

インドは135頭，南部インドは150頭である。東部インドが突出して高い。

ウシ密度をみると，ここでも東部インドが202頭と突出している。これに対

し，南部インド99頭，西部インド90頭，北部インド69頭である。これに対

し，水牛に関しては逆の関係が見られる。最も高いのは北部インドで66頭，

ついで南部インド51頭，西部インド36頭，東部インド28頭である。東部イ

ンドでのウシ属の高密度は，十分な飼料がないことを予測させ，ミルク生

産性の低さを予測させる。水牛/ウシ比率を比較すると，北部インドが0.95

と群を抜いて最も高く，ついで南部インドの0.51，西部インド0.39，東部

インド0.14となっている。これとは逆に改良種ウシ/在来種ウシの比率は，

南部インドが最も高く0.45，ついで北部インド0.22，西部インド0.10，東

部インドが最も低く0.06となっている。

表５は，ウシ頭数に占める改良種ウシの比率を州別にみたものである。

きわめて大きな州間格差が見られる。全インドの平均は10.1％であるが，

変容するインド乳業

表３　ウシ，水牛のウシ属に占める比率の推移（％）
種類 1951 1956 1961 1966 1972 1977 1982 1987 1992 1997 2003
ウシ 78.2 77.9 77.4 76.9 75.6 74.4 72.4 72.4 70.8 70.3 65.4 
成体メスウシ 27.4 23.2 22.5 22.6 22.7 22.6 22.6 22.5 22.3 22.3 22.8 
水牛 21.8 22.1 22.6 23.1 24.4 25.6 26.6 27.6 29.1 31.1 34.6 
成体メス水牛 10.6 10.7 10.7 11.1 12.1 12.9 12.4 14.2 23.2 16.2 18.0 
ウシ族合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所：表２より作成。
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チャンディガル（85.7％），ケララ（78.6％），パンジャブ（69.3％），デリ

ー（62.5％）のそれはきわめて高い。タミル・ナドゥ（38.8％），シッキム

（36.4％），ハリヤナ（35.3％），ジャンムー・カシミール（34.1％）も，全

表４　総作付地（TCA: Total Cropped Area）100ヘクタール当たり家畜頭数
　　　（家畜密度）：地域別，1997年

北部インド 西部インド 東部インド 南部インド インド全土
ウシ属 135 126 230 150 151
　ウシ 69 90 202 99 104
　水牛 66 36 28 51 47
乳牛・乳水牛 53 40 63 57 53
　在来種ウシ（IC） 18 20 49 22 26
　改良種ウシ（CBC） 4 2 3 10 4
　水牛 31 17 10 25 22
役畜 21 32 74 30 30
　在来種ウシ（IC） 16 30 67 26 26
　改良種ウシ（CBC） 1 0 1 2 1
　水牛 3 2 6 2 3
水牛/ウシ比率 0.95 0.39 0.14 0.51 0.45
CBC/IC比率 0.22 0.10 0.06 0.45 0.15

出所：Sharma 2004.
原資料は，GOI, Livestock and Poultry Key Results (Provisional), 17th Livestock Census 2003.

表５　ウシ頭数に占める改良種ウシの比率：州別，1997年
州 ％

 

州 ％
 

連邦直轄領 ％
Andhra Pradesh 7.1 

 

Maharashtra 13.6 
 

A & N Islands 10.0 
Arunachal Pradesh 2.4 

 

Manipur −
 

Chandigarh 85.7 
Assam 4.6 

 

Meghalaya 2.3 
 

D & N Haveli 1.7 
Bihar 0.9 

 

Mizoram 23.5 
 

Daman & Diu 0.0 
Chattisgarh 1.2 

 

Nagaland 40.1 
 

Delhi 62.5 
Goa 8.0 

 

Orissa 6.6 
 

Lakshadweep 25.0 
Gujarat 5.1 

 

Punjab 69.3 
 

Pondicherry 10.1 
Haryana 35.3 

 

Rajasthan 1.7 
 

全インド 10.1 
Himachal Pradesh 16.9 

 

Sikkim 36.4 
   

Jammu & Kashmir 34.1 
 

Tamil Nadu 38.8 
   

Jharkand −
 

Tripura 5.9 
   

Karnataka 11.9 
 

Uttar Pradesh 10.5 
   

Kerala 78.6 
 

Uttaranchal 5.1 
   

Madhya Pradesh 0.9 
 

West Bengal 5.2 
   

出所：Sharma 2004.
原資料は，GOI, 16th Livestock Census 1997.
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国平均を大きく上回っている。これに対し，ビハール（0.9％），マディヤ・

プラデシュ（0.9％），チャッティスガル（1.2％），ラジャスタン（1.7％），

ダドラ･ナガールハヴェリ（1.7％），メガラヤ（2.3％），アルナチャル・プ

ラデシュ（2.4％）の諸州の比率はきわめて低い。アッサム（4.6％），ウッ

タランチャル（5.1％），グジャラート（5.1％），西ベンガル（5.2％），ト

リプラ（5.9％），オリッサ（6.6％），アンドラ・プラデシュ（7.1％），ゴ

ア（8.0％）の諸州もインド全国平均の10.1％を下回っている。改良種ウシ

は搾乳目的のウシである。総じて東部インド諸州では改良種ウシの比率が

低く，これが東部インドでのミルク不足の原因である。また一見すると不

思議に見える，ラジャスタン州およびグジャラート州の改良種ウシ比率の

低さは，これら２州の農業気候条件が改良種にまったく向いていないため

である。これら２州の場合には，在来種ウシが乳牛としても役牛としても

適している（Sharma 2004）。

1997年時点のウシ属の総頭数２億8,870万頭のうち，5,700万頭が役畜で

あるが，その大半（91.6%にあたる5,220万頭）は去勢ウシ(bullock)である。

役畜として利用されている水牛はわずか8.4％であり，特定の地域に集中し

ている（Sharma 2004）。表６は純播種地（NSA: Net Sown Area）100ヘク

タール当たりの役畜数（役畜密度）を州別に見たものである。ここでも州

ごとにきわめて大きな差異があることがわかる。1997年時点で比較する

と，最低はケララ州の1.6頭で，最高はビハール州の147.8頭である。ヒマ

ーチャル・プラデシュ，ジャンムー・カシミールも100頭を超えている。

1992年から1997年にかけて，大半の州では役畜密度は低下しているが，ビ

ハール州とオリッサ州は例外的に役畜密度が上昇している（マハラシュト

ラ州も微増しているがほとんど変化なし）。役畜のうち大半は去勢ウシであ

るが，その比率はハリヤナ（64.7％）とケララ（69.4％）では目立って低

い。回帰分析を用いたシャルマの推計によると，農家規模（土地保有規

模），機械化（トラクター），穀物収量，肥料消費量のいずれも役畜密度に

ネガティブな影響を与えていることが示されている（Sharma 2004）。役畜

変容するインド乳業



60

使用は，小規模農家および高地農業に限定される傾向があるといえよう。

インドの農業は，穀物生産と畜産とが組み合わさった制度（mixed crop-

livestock system）を基本としている。農業と畜産は相互補完の関係にあ

る。家畜は家計消費用の食料を提供するだけでなく，役畜として利用され，

農業のために厩肥と料理のための燃料を提供してきた。他方，家畜は農産

物の残留物や副産物を飼料として利用してきた。

家畜の多くは，貧しい農民によっても所有されている。土地所有の分配

と比較すると家畜所有の分配ははるかに平等主義的である。インドは，乳

業の発展が貧困削減戦略の一環としてとらえられてきた，きわめて特異な

国である。

表７は，1991年度における全インドの土地保有面積（オペレーショナル

･ホールディング3））と家畜頭数を，土地保有規模の階層別にみたものであ

表６　純播種地（NSA: Net Sown Area）100ヘクタール当たりの役畜数：州別

州
役畜数 去勢牛／役畜（％）

1992年 1997年 1992年 1997年
Andhra Pradesh 50.3 47.0 89.5 90.3 
Assam 106.6 71.0 95.0 93.7 
Bihar 135.8 147.8 91.1 91.3 
Goa 27.5 22.7 84.2 81.3 
Gujarat 29.6 26.4 98.7 98.1 
Haryana 18.8 14.6 75.5 64.7 
Himachal Pradesh 136.6 135.7 99.7 99.7 
Jammu & Kashmir 113.4 113.3 94.0 93.8 
Karnataka 42.9 35.0 95.7 95.2 
Kerala 9.9 1.6 62.6 69.4 
Madhya Pradesh 53.2 49.3 89.9 91.6 
Maharashtra 37.1 37.4 96.4 96.8 
Orissa 89.9 93.5 89.2 90.5 
Punjab 17.0 − 86.3 −
Rajasthan 16.3 14.3 98.0 98.2 
Tamil Nadu 43.7 35.4 99.5 94.1 
Uttar Pradesh 69.6 50.2 85.8 82.4 
West Bengal 98.3 96.7 88.0 91.6 
全インド 42.0 40.1 91.6 91.6 

出所：Sharma 2004.
原資料は、GOI, Livestock and Poultry Key Results (Provisional), 17th Livestock Census 2003.
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る。家畜所有比率の100分比をみると，土地保有規模が小さくなるほど大き

くなっている。限界農の占めるシェアは36.9％，小農のそれは23.5％，準

中農のそれは20.2％であり，これら貧しい農民層が占める比率は合計する

と80％を超える。これに対し，中農は14.7％，大農は4.8％にとどまってい

る。階層別に見た耕地面積の100分比とはほぼ逆になっている。また土地保

有数あたりのウシ属の頭数をみると，限界農1.9頭，小農3.6頭，純中農4.8

変容するインド乳業

3） 「オペレーショナル・ホールディング」とは，“a techno-economic unit wholly or partially for 
agricultural production (defined below) and operated (directed/managed) by one person alone 
or with the assistance of others, without regard to title, size or location. The holding might 
consist of one or more parcels of land, provided these are located within the country and form 
part of the same technical unit. In the context of agricultural operations, a technical unit is a 
unit with more or less independent technical resources covering items like land, agricultural 
equipment and machinery, draught animals, etc. Holdings used exclusively for livestock and 
poultry raising and for production of livestock and poultry products (primary) and /or 
pisciculture are considered as operational holdings whereas holdings put exclusively to uses 
other than agricultural production are not considered as operational holdings. Holdings 
operated by cooperative firms are also not considered as operational holdings” と定義される
ものである。

表７　耕地面積(Operational Holding)と家畜頭数：1991年度（全インド）

土地保有の分類
家畜分配 土地保有数 耕地面積 平均耕地面積 土地保有数あたりの家畜頭数
比率（%） （1000） （1000ha） （ha） 牛・水牛 羊・ヤギ

限界農（１ha未満） 36.9 56610 24071 0.43 1.9 0.9
％ 57.1 15.3

小農（1.0-1.99ha） 23.5 20103 28540 1.42 3.6 1.4
％ 20.3 18.1

準中農（2.00-3.99ha） 20.2 13589 37187 2.74 4.8 1.6
％ 13.7 23.6

小計 80.5 90302 89798 4.58 2.7 1.1
％ 91.2 57.0 

中農（4.00-9.99ha） 14.7 7217 42684 5.91 6.7 2.1
％ 7.3 27.1

大農（10.00ha以上） 4.8 1543 25077 16.25 9.2 4.1
％ 1.6 15.9

小計 19.5 8760 67761 7.74 7.2 2.4
％ 8.8 43.0 

全体 99062 157559 1.59 1.59 1.2
％ 100.0 100.0 100.0 

出所：DAHD 2006: p.142.
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頭，中農6.7頭，大農9.2頭である。土地保有規模が大きくなるにつれ家畜

所有頭数も増加している。

表８は，1990年度と1995年度の土地保有規模（オペレーショナル･ホー

ルディング）とウシ属の頭数をみたものである。この２時点間において，

土地保有数のシェアは限界農が増加（59.4％から61.6％へ）する一方，小

農（18.8%から18.7％へ），準中農（13.1％から12.4％へ），中農（7.1％か

ら6.1％へ），大農（1.6％から1.2％へ）のそれは減少した。これに対し耕

地面積のシェアは，大農（17.3％から14.8％へ）と中農（27.1％から25.3

％へ）が減少する一方，限界農（15.0%から17.2％へ），小農（17.4%から

18.8％へ），準中農（23.2％から23.9％へ）は増大した。1991年度時点での

オスウシ，メスウシ，オス水牛，メス水牛の分配をみると，どれをとって

も似たようなもので，限界農，小農，準中農，中農，大農と土地保有規模

が大きくなるにつれ，ウシ属の所有シェアは小さくなっている。

上の表７，表８は，現時点で入手可能なインド農業省，畜産・酪農・漁

業局のデータ（Basic Animal Husbandry 2006）によるものである（原デー

タ は，Department of Agriculture & Cooperation, Input Survey 1991-92, 

Ministry of Agriculture）。残念なことに，「土地なし農業労働者」という分

類が欠けている。また1991年度一時点が最新のデータであり，この面でも

経済自由化以降の変化を読み取ることができない。

しかし幸いにも，第59回NSSの“Livestock Ownership Across Operational 

Land Holding Classes in India, 2002-03”によって，この２点の弱点を補う

ことができる（NSSO 2006）。表９は，NSSデータによって，農家のオペレ

ーショナル・ホールディング規模別の分配をみたものである。NSSデータ

は，オペレーショナル･ホールディングに従って，農家を土地なし（土地な

し，あるいは0.002ヘクタール未満），限界農（0.002ヘクタールから１ヘク

タールまで），小農（1.01ヘクタールから２ヘクタールまで），準中農（2.01

ヘクタールから４ヘクタールまで），中農（4.01ヘクタールから10ヘクター

ルまで），大農（10ヘクタール超）に分類している（上の，農業省の分類と

変容するインド乳業
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は微妙に異なっている）。表９から，次のことがわかる。（1）土地なし農家

の比率が，過去30年間の22−27％から32％へと大きく増大した。ただし，

2002−03年のこの数値は，カリフ期だけのものであるため，過去の数値と

そのまま比較することができない。しかしこの点を考慮したとしても，顕

著な増大であるという点は否めない。（2）限界農の比率は47.1％と最も高

く，その増大傾向は継続している。1960−61年には30.7％であった。土地

なしと限界農を合計すると，2002−03年時点で，全体の79％を占める。

（3）土地保有規模が大きくなるにつれ，全体に占めるそれぞれの比率は低

下傾向にあり，また時期的にみても低下傾向にある。時期的にみると，大

農の低下が最も著しく，1960−61年の3.0％から2002−03年には0.5％まで

低下した。土地なしおよび限界農の絶対数および相対的比率だけが増加し

ており，これは土地に対する人口圧力の増加によるものである。合同家族

制度の弱体化，核家族化の進展も，この傾向に拍車をかけている（Datta 

and Dadhich 2007）。

表10は，限界農および小農をとりだして，彼らのオペレーショナル・ホ

ールディングに占める比率と秘乳ウシ属全頭数に占める保有比率を比較し

てみたものである。「秘乳ウシ属（in-milk bovines）」は，次のように定義

されている。「秘乳ウシ属」とは，メスウシ属のうち「乳汁分泌の可能性が

ある（lactation potential）」，すなわち搾乳可能なウシおよび水牛のことで

表９　農家のオペレショーナル・ホールディング規模別分配（農村）
土地保有の分類 1960-61 1971-72 1981-82 1991-92 2002-2003
土地なし（土地なし，あるいは0.002ha未満） 26.9 27.4 26.2 21.8 31.9 
限界農（0.002ha-1.00ha） 30.7 32.9 41.1 48.3 47.1 
小農（1.01-2.00ha） 16.2 16.4 14.5 14.2 11.2 
準中農（2.01-4.00ha） 13.8 12.9 10.6 9.7 6.2 
中農（4.01-10.00ha） 9.4 8.1 6.3 4.9 2.9 
大農（10.00ha以上） 3.0 2.2 1.4 1.1 0.5 
全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
家計数（100万） 52.90 56.88 69.40 93.39 101.75 

出所：NSSO 2006.
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ある。メスウシ・メス水牛のうち搾乳できないウシ・水牛は「ドライ（乳

汁分泌不可能）」として分類されている。限界農・小農がミルク生産の中核

であることがわかる。2002−03年時点で，彼らはオペレーショナル・ホー

ルディングの58％を占めているが，一方秘乳ウシ属頭数の71％を占めてい

る。また過去30年にわたって，限界農の秘乳ウシ属保有頭数のシェアが著

しく増加した。それは1970−71年の20％から2002−03年には52％にまで増

加した。

表11は，同じくNSSデータによって，100農家あたりの秘乳ウシ属の頭数

の推移を見たものである。1971−72年ではウシ216頭であったが，2002−

03年では104頭にまで51％も減少した。同期間に，水牛も62頭から51頭へ

と18%減少した。また秘乳ウシも，34頭から19頭に減少したが，秘乳水牛

には大きな変化はみられない。ウシ属の減少率と比較すると秘乳ウシ属の

減少率は小さく，このことはより経済的価値が大きいウシ属を保持する傾

向があることを示している。それにしても秘乳ウシの減少は顕著であり，

改良種（cross-breed）への転換を進めることによってミルク生産量を維持

しているものと推測される（Datta and Dadhich 2007）。

表12は，オペレーショナル・ホールディング100家計あたりの秘乳ウシ

属の頭数を階層別にみたものである。限界農・小農の場合，過去30年にわ

たって秘乳ウシの頭数が秘乳水牛の頭数をうわまわっているが，中農・大

変容するインド乳業

表10　オペレーショナル・ホールディングと秘乳ウシ属頭数に占める限界農・小
農のシェア

年 OPに占める比率（%） 秘乳ウシ属頭数に占める比率（%）
1970-1971 限界農 33 20

小農 16 20
1981-1982 限界農 41 31

小農 14.5 19
1991-1992 限界農 49 44

小農 14 22
2002-2003 限界農 47 52

小農 11 19

出所：NSSO 2006.
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農の場合には逆に秘乳水牛の頭数が秘乳ウシの頭数を上回っている。

シャー＝ダヴェは，この第59回NSSの“Land and Livestock Surveys 

(1991-92, 2002-03), Livestock Ownership Across Operational Land Holding 

Classes in India”を使用して，独自に計算した結果を示しながら考察を加

えている。

表13は土地保有（オペレーショナル･ホールディング）階層ごとの家計比

率と乳牛・乳水牛の分配比率をみたものである。1991−92年時点と2002−

03年時点のデータがとられている。家計の分配をみると，1991−92年時点

で，土地なし22％，限界農48％，小規模農14％，準中農10％，中農５％，

大農１％である。前掲表７の階層別の土地保有数とは，かなり異なってい

る。また同年のミルチ･アニマル（乳牛・乳水牛の合計。また秘乳および秘

乳不可能の双方を含む）の分配は，土地無し３％，限界農43％，小農22％，

準中農17％，中農11％，大農3％である。これまた前掲表8のウシ（メス）

および水牛（メス）の分配とはかなり異なっている。表13によると，土地

なし，限界農，小農の家計比率は1991−92年時点で84％，2002−03年時点

で90％を占めている。これに対し，ミルチ・アニマルの分配比率は限界農

の場合，43％から53％へと大きく増加している。対照的に，土地なしのそ

れは３％から１％に，また小農のそれも22％から20％へ，準中農のそれも

17％から14％へ，中農のそれも11％から10％へと減少している。ジニ係数

表11　秘乳ウシ・秘乳水牛の比率
1971-72 1981-82 1991-92 2002-2003

100家計あたりウシ
1. 秘乳ウシ 34 20 26 19
2. ウシ総数 216 172 143 104
3. 秘乳ウシ/ウシ総数（％） 16 12 18 18
100家計あたり水牛
1. 秘乳水牛 20 17 20 17
2. 水牛総数 62 68 59 51
3. 秘乳水牛/水牛総数（％） 32 25 34 33
秘乳ウシ属に占める秘乳水牛の比率（％） 37 46 43 47

出所：NSSO 2006.
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は0.28から0.38へと増加し，ミルチ・アニマル分配の不平等が増加してい

ることがわかる。土地なし家計が増加する一方で，彼らのミルチ・アニマ

ルの所有シェアが低下しているためである。土地なし農民が酪農から手を

引いているという事実は，注目に値する。シャー＝ダヴェは，土地なし農

にとって，酪農はリスクが高く，投入財のコストが嵩み，市場へのアクセ

スが欠けているためではないかと推測している。

表14は，農村の100家計あたりのミルチ・アニマルの所有頭数の推移を

見たものである。1991−92年から2002−03年にかけて，全国平均では68頭

から62頭へと減少した。土地保有階層別にみると，土地なしの場合９頭か

ら１頭へと大きく減少する一方で，限界農は61頭から69頭へ，小農は103

頭から108頭へ，準中農は123頭から142頭へ，中農は153頭から210頭へ，

そして大農は202頭から343頭へ，それぞれ増加した。これらの数値の推移

は，伝統的な作物・畜産混合農業制度が大きく変化し，近代的な酪農経営

へと大きく変化しつつあることを示唆している4）。

表13　家計とミルチ・アニマルの土地保有規模別分配（％）
1991-92 2002-2003

家計 ミルチ・アニマル 家計 ミルチ・アニマル
土地保有グループ
土地なし 22 3 32 1
限界農 48 43 47 53
小農 14 22 11 20
準中農 10 17 6 14
中農 5 11 3 10
大農 1 3 1 3
全体 100 100 100 100
ジニ係数 0.28 0.38

出所：Shar and Dave 2008.

4） 本稿でとりあげた州別，土地所有規模別分析のほかに，農業生態地帯（agro-ecoregion）［す
なわち農業気候と地形による国土の分類］と畜産との関係もまた重要であるが，ここではと
りあげない。５つの農業生態地域（乾燥地帯，沿岸地帯，丘陵・山岳地帯，灌漑地帯，天水
地帯）ごとの家畜規模・構成等が比較分析されている（Brithal and Rao 2004; Kumar and 
Singh 2008）。
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土地なし農業労働者と酪農の関係について，ランジによるきわめて興味

深い調査研究がある（Ranji 2007）。ウッタル・プラデシュ州のバリア

（Ballia）県とメールート（Meerut）県からそれぞれ２カ村を選んだフィー

ルド・サーベイである。調査時点は1999−2000年にかけてである。このう

ち酪農を行っているメールート県の事例をここで紹介しておきたい（バリ

ア県２カ村の場合，ミルク販売に携わっている土地なし農家はない）。

メールートでは，土地なし農業労働者家計の90％以上がミルチ・キャト

ルを所有し，ミルク販売に従事している。おもに所有しているのは水牛で

あり，ウシ所有頭数は少ない。平均して，一家計あたり２頭のミルチ・キ

ャトル（子牛・子水牛を含む）を所有している。酪農協同組合のミルク集

荷センターがあるが，同時に地元の「デュディヤ（dudhiya）」＝ミルクマ

ンによるミルク集荷も定着している。彼らは，毎日朝と夕方に農業労働者

の家までミルクを集めにくる。村ごとに５−８人のデュディヤがいる。彼

らは，主に土地持ちのラジプート・カーストである。彼らは，たいていは，

民間および酪農協同組合のミルク集荷センターの仲介人として活動してい

る。農業労働者家計は，たいていは彼らにミルクを供給しているが，それ

は彼らが農民たちに信用を提供しているからである。大半の農業労働者家

計（90％以上）はデュディヤに借金しており，それゆえに彼らにミルクを

供給せざるをえない。酪農は，メールートの農業労働者家計にとって最も

重要な補助的な所得源である。メールートの作付けパターンは，小麦30％，

サトウキビ34％，家畜飼料用穀物（fodder crops）21％，等である。またサ

トウキビの先端部分（トップ）は，グリーンフォダーとして使用されてい

る。村に牧草地はなく，飼料に対する需要はきわめて大きいので，サトウ
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表14　土地保有グループ別100家計あたりのミルチ・アニマル頭数（農村）
土地なし 限界農 小農 準中農 中農 大農 全体

1991-1992 9 61 103 123 153 202 68
2002-2003 1 69 108 142 210 343 62
変化数 −8 8 5 19 57 141 −6

出所：Shar and Dave 2008.



70

キビの収穫が遅れて飼料が不足する１−３月には，労働者たちには賃金の

３分の２，あるいは半分をサトウキビ・トップで支払われることもある。

農業労働者家計は家畜購入のためにデュディヤから借金をしている。デュ

ディヤたちは積極的に，労働者家計に家畜を売りつけている。こうするこ

とによってデュディヤは，市場価格よりも低い価格でのミルクの買い付け

を確保している。借金の返済は，毎日のミルク供給という形をとって行わ

れている。ランジは，これは「新しい形のインターリンケージ取引」であ

ると論じている。

1－2　GDPに占める畜産部門のシェア

表15は1980年度から2007年度までのGDP，および農業部門および農業部

門の一部門である畜産部門のGDP（固定価格表示）の推移をみたものであ

る。独立後以降，GDPに占める農業部門のシェアはほぼ一貫して低下して

きた。1980年度にはGDPの34.7％を占めていた農業部門のシェアは2007年

度には16.6％にまで低下した。しかし同期間における畜産部門だけのシェ

アを取り出してみると，1980年度の4.8％から1985年度には5.6％へと増加

し，さらに1993年度には6.5％へと増加傾向を辿った。そして1993年度をピ

ークとして，1994年度以降は下落傾向を辿り，2007年度には4.4％まで低下

した。農業部門GDPに占める畜産部門GDPのシェアを見ると，1980年度の

13.9％から急速に増加傾向を辿り，1990年度以降は20％の大台にのり，そ

れ以降も増加傾向を辿り，2007年度では26.5％となっている。農業部門

GDPの４分の１超が畜産部門から生み出されており，他の農業部門とは異

なった発展傾向が見られる。

表16は，GDPおよび農業生産額に占める畜産部門生産額の推移を，1950

年度以降10年ごとに見たものである。農業生産額に占めるそのシェアは

1950年代には16.7％であったが，1960年代には14.7％へと下落した。しか

しそのシェアは1970年代には17.3％へと増加し，その後は顕著な増加傾向

を辿っている（1980年代21.5％，1990年代24.8％，2000年度−2005年度27.2
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％）。1970年代以降の顕著な伸びは，緑の革命が畜産部門に好影響を与え

たものと考えられる。緑の革命は，畜産向けの飼料利用可能量の増加をも

たらし，ミルクの生産性の改善に大きく貢献した（Chand and Raju 2008）。

表17は畜産部門の産出額とGDP（固定価格表示）をあらためてみたもの

である。畜産部門は，（1）ミルク・グループ，（2）肉（鶏，牛，水牛，羊，

ヤギ，豚），（3）卵，（4）羊毛・動物の髪，（5）（牛馬等の）厩肥，（6）蚕・
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表15　GDPに占める農業部門および畜産部門のシェア：固定価格表示
年度 GDP 農業部門GDP 畜産部門GDP

（10億ルピー）（10億ルピー）GDPに占める
比率（%） （10億ルピー）GDPに占める

比率（%）

農業部門GDP
に占める比率

（%）
（1980年度価格）

1980 1224 425 34.7 59 4.8 13.9 
1985 1566 499 31.9 87 5.6 17.4 
1986 1633 490 30.0 92 5.6 18.8 
1987 1703 493 29.0 97 5.7 19.7 
1988 1885 579 30.7 104 5.5 18.0 
1989 2015 586 29.1 116 5.8 19.8 
1990 2123 610 28.7 122 5.8 20.0 
1991 2140 594 27.8 124 5.8 20.9 
1992 2262 633 28.0 132 5.8 20.9 

（1993年度価格）
1993 7813 2218 28.4 507 6.5 22.9 
1994 8380 2331 27.8 535 6.4 23.0 
1995 8996 2305 25.6 558 6.2 24.2 
1996 9701 2538 26.2 582 6.0 22.9 
1997 10166 2466 24.3 598 5.9 24.3 
1998 10827 2635 24.3 620 5.7 23.5 

（1990年度価格）
1999 17865 4097 22.9 947 5.3 23.1 
2000 19250 4089 21.2 1047 5.4 25.6 
2001 20977 4425 21.1 1093 5.2 24.7 
2002 22614 4255 18.8 1149 5.1 27.0 
2003 25382 4830 19.0 1183 4.7 24.5 
2004 28777 5014 17.4 1361 4.7 27.1 
2005 32824 5679 17.3 1503 4.6 26.5 
2006 37794 6252 16.5 1652 4.4 26.4 
2007 43209 7183 16.6 1900 4.4 26.5 

出所：DAHD 2006: p.109; NDDB, National Statistics.
（畜産部門のDGPおよび付加価値に関するデータは1980年度から利用可能）
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表16　GDPおよび農業生産に占める畜産部門のシェア（％）
時期 農業生産に占めるシェア GDPに占めるシェア

1950-1959 16.7 N.A.
1960-1969 14.7 N.A.
1970-1979 17.3 N.A.
1980-1989 21.5 5.5
1990-1999 24.8 5.9
2000-2005 27.2 4.5

出所：Chand and Raju 2008.

表17　畜産部門の産出額とGDP（固定価格表示）（1000万ルピー）
会計年度 畜産部門全体

うちミルク
・グループ
の産出額

GDP に 占 め
る畜産部門の
比率（％）

畜産部門産出
額に占めるミ
ルク・グルー
プ産出額の比
率（％）

年間成長率*
産出額 GDP

（1980年度価格） 1980-92
1980 10597 5913 4.82 
1981 11291 6439
1982 11778 6788
1983 12645 7553
1984 13494 8104
1985 14200 8746 5.56 
1986 14866 9162 5.63 
1987 15213 9651 5.70 4.54%
1988 15870 10363 5.52 
1989 16510 11629 5.76 
1990 17182 12163 5.75 
1991 17777 12399 5.79 
1992 18664 13218 5.84 

（1993年度価格）
1993 66965 50724 6.49 1993-2005
1994 69641 53511 6.38 
1995 72029 55827 6.20 
1996 74560 58168 6.00 
1997 76653 59336 5.88 
1998 79866 62074 5.73 

（1999年度価格） 3.44%
1999 130677 93485 88378 5.22 67.6 
2000 136174 97816 91485 5.23 67.2 
2001 144162 102839 95208 5.20 66.0 
2002 146977 106469 97478 5.19 66.3 
2003 149501 108219 99354 4.86 66.5 
2004 154426 112879 101352 4.72 65.6 

*Chand and Raju 2008.
出所：DAHD 2006: pp.102, 104より算出。
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蜂蜜の６部門から成り立っているが，1999年度から2004年度にかけて，畜

産部門産出額の66−67％がミルク・グループによって生み出されているこ

とがわかる。

表18は，畜産部門の成長率をみたものである（Chand and Raju 2008）。

表17とはやや分類が異なっている。ミルク・グル−プの成長率は，1950年

代の1.0％，1960年代の1.8％と低迷していたが，1970年代になると一挙に

4.6％へと飛躍的に増加した。1980年代にはさらに5.5％へと成長率を加速

させた。後述するように，この主要因は1970年に始まり，その後ほぼ20年

間に及んだオペレーション・フラッドの実施である。

表19は，表18と同じ分類に従ったもので，畜産部門生産額の構成を見た

ものである。表17と同様，畜産部門生産額の67−68％をミルク・グループ

が占めている。
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表18　畜産部門の生産額年間成長率（％）：1999年度価格
時期 ミルク 肉（鶏肉を除く） 鶏肉・卵 羊毛・羊髪 厩肥 在庫 合計

1950-1959 1.0 0.8 3.7 0.6 0.9 16.3 1.4 
1960-1969 0.8 1.2 −1.5 0.4 −0.8 −3.7 0.4 
1970-1979 4.6 1.7 6.9 1.9 1.6 2.9 3.9 
1980-1989 5.5 3.9 8.3 3.6 1.3 3.1 4.9 
1990-1999 4.3 2.6 4.1 4.0 0.4 11.4 3.8 
2000-2005 3.3 3.0 4.5 0.6 3.3 9.2 3.6 

出所：Chand and Raju 2008.

表19　畜産部門生産額の構成（％）：経常価格
時期 ミルク 肉（鶏肉を除く） 鶏肉・卵 羊毛・髪 厩肥 在庫

1950-1959 64.8 10.8 5.2 1.0 15.0 3.1 
1960-1969 67.0 12.0 7.4 0.8 11.0 1.8 
1970-1979 68.4 10.0 8.0 0.6 11.5 1.6 
1980-1989 68.0 9.4 9.6 0.4 10.5 2.3 
1990-1999 68.1 10.5 10.6 0.3 8.5 2.0 
2000-2005 68.7 10.5 9.8 0.2 8.0 2.9 

出所：Chand and Raju 2008.
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1－3　雇用

表20は，畜産部門の雇用（常雇）の傾向（1983年−1999年度）をみたも

のである。この間にかけて総雇用に占める割合は4.5％から2.4％へと一貫

して減少した。農村部門も同様の傾向を示し，4.9％から3.1％へと減少し

た。また農業部門総雇用に占める比率も6.7％から4.1％（農村部門では6.1

％から4.2％へ）と減少した。絶対数でも，同期間に1197.3万人から802.7

万人へと減少した。この数値は，NSS調査にもとづくものであるが，1999

年度以降のNSSの雇用・失業調査では，「農業」部門から「畜産」だけをと

りだしたデータがないので，雇用動向をつかむことができない。

２．インド乳業の特徴と変化

2－1　インドにおけるミルク製品の種類と特徴

図１は，インドで生産されている主な乳製品である（鴇田 1992）。原料

は牛乳あるいは水牛乳である。このうち５の遠心分離による加工品は，い

わゆる「西欧的な」加工品にあたる。５を除いたものがインドの伝統的乳

製品であり，その処理工程には乳酸発酵，酸添加凝乳，加熱殺菌，乳酸発

表20　畜産部門の雇用（常雇）：1983年−1999年度（単位：1000人）
全インド 農村

年・年度 1983年 1987年度 1993年度 1999年度 1983年 1987年度 1993年度 1999年度
NSSラウンド （38回） （43回） （50回） （55回） （38回） （43回） （50回） （55回）

1 総雇用 268820 290930 332000 336610 213860 228240 254560 260812
% 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

2 農業部門 178277 185922 207576 193766 171088 174832 195757 187852
2/1 （%） 66.3 63.9 62.5 57.6 80.0 76.6 76.9 72.0 

3 畜産部門 11973 12380 9789 8027 10436 10727 7891 7958
3/1 （%） 4.5 4.3 3.0 2.4 4.9 4.7 3.1 3.1 
3/2 （%） 6.7 6.7 4.7 4.1 6.1 6.1 4.0 4.2 

出所：DAHD 2006: p.125.
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チャーナ（酸凝乳チーズ） アッサム，西ベンガル，ビハール

チャーナ・ホエー

キール（濃縮乳）

コア（濃縮固乳）

ラブリー（凝縮クリーム）

マライ（濃縮乳）

シラトゥパル（加糖コア） インド南部

脱脂乳

クリーム

バター

バターミルク

ステーテ（チーズ） グジャラート，マハラシュトラ

パニール（チーズ）

ダッカ（チーズ） インド東部

バンダル（チーズ） インド東部

チーズ・ホエー

クルフィー（キールアイスクリーム）

パニール（酸凝乳チーズ） インド北西部

チェルビー（乾燥酸カード） シッキム

パニール（酸カード） インド北西部

ラッシー（インドバターミルク）

ギー（インドバターオイル）

マカーン（インドバター）

スリカーンド（加糖ヨーグルト） インド中西部

ダヒ（ヨーグルト）

市乳

7  濃縮・凍結

出所：鴇田 1992.

5  遠心分離

4  加熱濃縮

3  酸添加凝乳

1

2 乳酸発酵

主処理工程 主生産地方乳製品名

チャーニング

加熱

加温

乾燥

チャーニング

6  乳酸発酵
  酵素凝乳

牛乳・
水牛乳

図１　インドにおいて生産されている主な乳製品
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酵・酵素凝乳，濃縮・凍結の5つがある。乳酸発酵（２の生産工程）させる

と，ダヒと呼ばれるヨーグルト（無糖）ができる。ダヒはインドの食事に

とって欠かすことのできないものである。そのままライスにかけてカレー

と一緒に食べる。これを攪拌する（チャーニング）と，脂肪分が分離して

マカーンと呼ばれるバター（粗製インド・バター）ができる。マカーンを

加熱するとギーと呼ばれるインド・バター（純粋な乳の脂肪）ができる。

ギーは高級バターであり，長期間の保存がきく。ギーなくしてインドのカ

レー料理はない。ダヒからマカーンを取り分けた後の残り物がラッシー（イ

ンド・バターミルク）である。ラッシーをさらに発酵させ，加温した凝固

物がパニールと呼ばれる酸カードである。いわばインド産のカッテージ・

チーズである。パニールは，生産工程３の酸添加凝乳によっても製造され

ている。パニール・カレーは代表的な料理の一つである。われわれが食べ

ると，豆腐のような食感である。生産工程３の加熱濃縮によって，キール

やコアといった，チーズに似た加工品ができる。またミルクを加熱すると

マライと呼ばれる濃縮クリームが浮上する。また砂糖入りミルクを加熱す

るとラブリーと呼ばれる濃縮クリームができる。これをさらに煮詰めて凍

結すると（生産工程７）クルフィーと呼ばれるインド・アイスクリームが

できる。脂肪分の多い，大変に美味しいアイスクリームである（篠田 1992）。

最後に生産工程６の酵素発酵はインドではあまり普及しなかった。西欧で

はチーズを作るとき，子牛の第４胃から抽出するレンネットを使用してい

るが，インドでは宗教的タブーのために，レンネットを使用しない。そこ

で植物起源の凝乳酵素が使用されてきたが，それほど普及していない。

こうした数多くのインド（南アジア）特有のミルク製品は，熱帯酪農の

特徴の一つである。中里によると，「熱帯気候下では，特に高い温度のため

に，短時間（３−４時間）で生乳が酸化・発酵する。その為に，かつては

余剰ミルクの保存・販売が困難なので多くは，自家でのギー製造を行い，

それをマーケットなどで販売した」（中里 1998）とのことである。

表21は，食品加工省が提供しているデータによって，ミルクおよびミル
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ク製品の利用形態の推移をみたものである（MOFPI 2007）。1943年から

2004年にかけて液乳での利用シェアは28％から46％へと増加傾向を辿っ

ている。これに対し，伝統的加工品のシェアは72％から50％へと減少した。

また2004年時点での西欧的加工品への利用シェアはわずか4％である。伝

統的加工品のうち圧倒的なシェアを占めているのはギー/マカーンである

（伝統的加工品のうち66％のシェアを占めている）。1943年においてギー/マ

カーンはミルク生産量全体の58.7％を占めていた。独立後そのシェアは低

下してきたものの，依然として1968年で46％，2004年で33％を占めてい

る。一方，ギー/マカーンとは対照的に，ダヒ，コアといった伝統的加工品

のシェアは独立以前の1943年の５％程度と比較すると2004年ではそれぞ

れ７%へと大きく増加している。

2－2　ミルク生産量（供給）

インドは世界最大のミルク生産国である。2004年時点でのインドのミル

ク生産量は9,250万トンで，世界全体のミルク生産量６億2,230万トンの

14.9％を占めている。1999年度にアメリカを抜いて以降，世界第一位の座

を維持しており，日本のほぼ10倍の生産量を誇っている。しかし，一日一

人当たりのミルク利用可能量は233グラムと世界平均の267グラムに達し

変容するインド乳業

表21　インドにおけるミルクの利用形態：1943年−2004年（％）
年 *1943 1968 2004
ミルク生産量（100万トン） 23.5 17.8 91.0
液乳 28.0 39.2 46.0
伝統的製品 72.0 60.8 50.0
　ギー/マカーン（インドバター） 58.7 46.0 33.0
　ダヒ（インドヨーグルト） 5.2 8.8 7.0
　コア（半乾燥ミルク） 5.0 4.4 7.0
　チャーナ/パニール（インドチーズ） 3.1 1.6 3.0
西欧型製品（粉末ミルク等） Neg. Neg. 4.0
全体 100.0 100.0 100.0

* パキスタン，バングラデシュを含む。 
出所： MOFPI 2007. 
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ていない（表22）。また驚くべきことに家畜一頭当たりのミルクの生産性は

著しく低い（表23）。世界平均は年間2,021キログラムであるが（最も高い

生産性はアメリカの7,002キログラム），インドのそれは795キログラムにと

どまっている。これは牧畜の形態が，アメリカ，ヨーロッパ，オーストラ

リアや日本とは全く異なっているためである。

表24から読み取ることができるように，インドのミルク生産の内訳をみ

ると，55％前後が水牛のミルクであり，ウシのミルクは40−42％程度であ

る。残りは，ヤギ，羊，ラクダのミルクである。こうした水牛乳への依存

表22　世界主要国のミルク生産量と一人当たりミルクの利用可能量：2004年
国 ミルク生産量 一人当たりミルク利用可能量

（100万トン） （％） （グラム/日）
インド 92.5 14.9 233
USA 71.7 11.5 661
ロシア 26.0 4.2 500
パキスタン 23.0 3.7 400
ドイツ 22.3 3.6 742
ブラジル 21.6 3.5 327
中国 20.4 3.3 42
フランス 17.2 2.8 778
UK 14.3 2.3 656
イタリア 12.6 2.0 602
メキシコ 11.6 1.9 303
日本 9.3 1.5 199
世界 622.3 100.0 267

出所：DAHD 2006: pp.158-161.

表23　ミルクの生産性
国 kg/年
USA 7002
UK 5417
カナダ 5348
NZ 2976
パキスタン 1052
インド 795
世界平均 2021

出所：India Agronet.
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の高さは，インドおよびパキスタンだけに共通して見られるもので，世界

に類を見ない特有の構造である。その結果，同表で世界の牛乳・水牛乳の

生産量の推移を見ると，インドのシェアは牛乳の７％程度を占めているに

とどまっているが，水牛乳のシェアは66％にも達している。

次にミルク生産量の推移をみてみよう。2008年度におけるミルク生産量

は１億850万トン，また一日あたりの一人あたりミルク入手可能量は258グ

ラムであった（表25）。

独立後インドのミルク生産量の増加は目覚しい。独立直後の1951年にミ

ルク生産量は1,700万トン，この水準の２倍にあたる3,400万トンを達成し

たのは1981年（実績3,430万トン）である。この間，30年かかったことにな

る。これに対し1981年の3,430万トンの２倍にあたる6,860万トンを達成し

たのは1996年（実績6,910万トン）である。この間に有した期間は15年であ

り，生産が２倍の速度で加速している様子がうかがわれる。その後も順調

に生産を伸ばしており，1993年−2005年の年平均成長率は４％である。世
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表24　世界の牛乳・水牛乳の生産量とインド（100万トン）
牛乳 水牛乳 ミルク合計*

年 世界全体 インド （％） 世界全体 インド （％） 世界全体 インド （％）
1990 479.2 44.1 542.5 53.9 9.9 
1991 470.0 44.4 533.3 55.7 10.4 
1992 460.6 46.1 526.1 58.0 11.0 
1993 460.1 48.2 528.0 60.6 11.5 
1994 461.3 50.5 532.3 63.8 12.0 
1995 464.4 54.4 539.8 66.2 12.3 
1996 466.9 57.2 545.4 69.1 12.7 
1997 469.4 59.5 550.4 72.1 13.1 
1998 475.5 62.9 559.3 75.4 13.5 
1999 483.5 32.8 6.8 65.4 43.0 65.7 569.8 78.3 13.7 
2000 491.2 34.0 6.9 67.4 44.4 65.9 579.6 80.6 13.9 
2001 497.6 35.6 7.2 70.4 46.6 66.2 589.4 84.4 14.3 
2002 508.9 36.2 7.1 72.3 48.0 66.4 602.7 86.2 14.3 
2003 518.5 36.5 7.0 75.5 50.1 66.3 616.1 88.1 14.3 
2004 523.4 37.5 7.2 76.5 50.7 66.3 622.3 92.5 14.9 

*牛，水牛，ヤギ，羊，らくだの乳の合計。
出所：DAHD 2006: pp.153-155.
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表25　インドのミルク生産量と一人当たりミルク利用可能量の推計値
 

会計年度 生産量 一人当たり利用可能量
 

 

 （100万トン） （グラム/日）
 

 

1950 17.0 124 
 

 

1955 19.0 124 
 

 

1960 20.0 124 
 

 

1968 21.2 112 
 

 

1973 23.2 112 
 

  

 

1979 30.4 127 
 

 

1980 31.6 128 
 

 

1981 34.3 136 
 

 

1982 35.8 139 
 

 

1883 38.8 147 
 

  

 

1984 41.5 154 
 

 

1985 44.0 160 
 

 

1986 46.1 164 
 

 

1987 46.7 163 
 

 

1988 48.4 166 
 

  

 

1989 51.4 173 
 

 

1990 53.9 176 
 

 

1991 55.7 178 
 

 

1992 58.0 182 
 

 

1993 60.6 187 
 

  

 

1994 63.8 194 
 

 

1995 66.2 197 
 

 

1996 69.1 202 
 

 

1997 72.1 207 
 

 

1998 75.4 213 
 

  

 

1999 78.3 217 
 

 

2000 80.6 220 
 

 

2001 84.4 225 
 

 

2002 86.2 230 
 

 

2003 88.1 231 
 

  

 

2004 92.5 233 
 

 

2005 97.1 241 
 

 

2006 100.9 246 
 

 

2007 104.8 252 
 

 

2008 108.5 258 
 

 

出所：DAHD 2006, p.4; GOI 2010, p. 194.
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界の乳業成長率のほぼ３倍である。インド政府食品加工省は，2015年まで

に１億3,500万トンの生産増加を予測している（MOFPI 2007）。

表26で独立後のミルク生産量の年間成長率を10年単位でみてみると，

1950年代1.64％，1960年代1.15％と低迷を続けた。しかし1970年代になる

と4.51％へと飛躍的に増大し，1980年代も5.68％とさらに成長率を加速さ

せた。しかし1990年代には4.21％へとやや減速し，その傾向は現在まで続

いている。

1991年にいたるまで，政府によってインドの乳業は高度に規制され，ま

た保護されていた。ミルクの加工，製造に携わることができる組織は小規

模企業と協同組合に限定されていた。高い輸入関税および輸出入規制や厳

格なライセンス制度のような非関税障壁によって高度に保護された市場の

中で，小規模企業と協同組合は事業の拡張を続けてきた。インド政府によ

って，乳業の発展は，小規模農家・限界農家および土地なし農業労働者の

ために，追加的な所得と雇用を創出する方策と位置づけられてきた。

表27は，ミルク生産量を州別にみたものである。2008年度でみると，ミ

ルク総生産量のうち80％以上が10州からのものである。すなわち，生産量

の高い順に，ウッタル・プラデシュ（1953.7万トン），アンドラ・プラデシ

ュ（957万トン），ラジャスタン（949.1万トン），パンジャブ（938.7万ト

ン），グジャラート（838.6万トン），マハラシュトラ（745.5万トン），マデ

ィヤ・プラデシュ（685.5万トン），ビハール（598.4万トン），ヒマーチャ

ル･プラデシュ（574.5万トン），タミル･ナドゥ（567.3万トン）の10州であ

変容するインド乳業

表26　ミルク生産量の年間成長率の推移
 

時期 ％
 

 

1950年度−1960年度 1.64
 

 

1960年度−1973年度 1.15
 

 

1973年度−1980年度 4.51
 

 

1980年度−1990年度 5.68
 

 

1990年度−2000年度 4.21
 

 

出所：Sharma 2004.
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表27　インドの州別ミルク生産量（1000トン）
州/中央政府直轄領 1997年度 2001年度 2005年度 2008年度

生産量 順位 生産量 順位 生産量 順位 生産量 順位 シェア（%）
インド全体 72128 84406 97066 108463 100.0 
Andhra Pradesh 4473 7 5814 6 7624 4 9570 2 8.8 
Arunachal Pradesh 43 42 48 24
Assam 719 682 747 753
Bihar 3420 11 2664 12 5060 10 5984 8 5.5 
Chattisgarh − 795 839 908
Goa 38 45 56 59
Gujarat 4913 6 5862 4 6960 5 8386 5 7.7 
Haryana 4373 8 4978 7 5299 9 5745 9 5.3 
Himachal Pradesh 714 756 869 884
Jammu & Kashmir 1167 1360 1400 1498
Jharkand − 910 1335 1466
Karnataka 3970 10 4599 10 4022 11 4538 11 4.0 
Kerala 2343 2605 2063 2441
Madhya Pradesh 5377 4 4751 9 6283 7 6855 7 6.3 
Maharashtra 5193 5 5849 5 6769 6 7455 6 6.9 
Manipur 62 66 77 78
Meghalaya 59 64 73 77
Mizoram 17 14 15 17
Nagaland 46 51 74 53
Orissa 672 876 1342 1672
Punjab 7165 2 7777 2 8909 2 9387 4 8.7 
Rajasthan 6487 3 7455 3 8713 3 9491 3 8.8 
Sikkim 35 35 48 49
Tamil Nadu 4061 9 4910 8 5474 8 5673 10 5.2 
Tripura 57 77 87 96
Uttar Pradesh 12934 1 14648 1 17356 1 19537 1 18.0 
Uttaranchal − 1066 1206 1230
West Bengal 3415 12 3515 11 3891 12 4176 12 3.9 

A & N Islands 22 23 20 26
Chandigarh 43 43 46 47
D & N Haveli 4 8 5 4
Daman & Diu 1 1 1 1
Delhi 267 294 310 285
Lakshadweep 1 2 2 2
Pondicherry 36 37 43 46

出所：DAHD 2006: pp. 6-8; NDDB, National Statistics.
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表28　インドの州別一人当たりミルク利用可能量（グラム/日）
州/中央政府直轄領 1998年度 2005年度 2007年度

グラム/日 グラム/日 グラム/日
インド全体 213 233 252
Andhra Pradesh 185 260 299
Arunachal Pradesh 119 113 114
Assam 79 72 69
Bihar 121 154 170
Chattisgarh − 103 101
Goa 88 105 100
Gujarat 290 349 387
Haryana 623 628 632
Himachal Pradesh 347 373 367
Jammu & Kashmir 353 353 337
Jharkand − 126 133
Karnataka 233 197 204
Kerala 221 171 181
Madhya Pradesh 262 262 262
Maharashtra 168 178 186
Manipur 87 92 82
Meghalaya 76 82 83
Mizoram 65 43 47
Nagaland 69 96 57
Orissa 58 95 112
Punjab 883 943 962
Rajasthan 356 387 408
Sikkim 186 232 225
Tamil Nadu 199 231 231
Tripura 69 70 72
Uttar Pradesh 238 262 273
Uttaranchal − 361 355
West Bengal 125 126 128

A & N Islands 179 135 159
Chandigarh 139 116 121
D & N Haveli 106 53 53
Daman & Diu 26 11 15
Delhi 61 54 46
Lakshadweep 72 64 86
Pondicherry 109 108 119

出所：DAHD 2006: pp.6-8; NDDB, National Statistics.
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る。しかし，1997年度，2001年度，2005年度と比較すると，ミルク生産量

上位10州は大きく変わっている。2008年度で，それ以前と比較して，とく

に上昇が著しいのは，アンドラ・プラデシュ，アッサム，ビハールの３州

である。逆に順位が顕著に下落したのは，パンジャブ，タミル・ナドゥの

２州である。

表28は，州別の一人当たりミルク利用可能量（ミルク生産量を人口で除

したもの）をみたものである。2007年度のインド全体のミルクの一人当た

り利用可能量は252グラム/日であるが，この全国平均値を上回る州は10州

である。パンジャブ（962グラム）とハリヤナ（632グラム）の２州が群を

抜いて高く5），ついでラジャスタン（408グラム），グジャラート（387グラ

ム），ヒマーチャル・プラデシュ（367グラム），ウッタランチャル（355グ

ラム），ジャンムー・カシミール（337グラム），アルナチャル・プラデシュ

（299グラム），ウッタル・プラデシュ（273グラム），マディヤ・プラデシ

ュ（262グラム）である。全体的にみて，一人当たりミルク利用可能量は，

北部・中部インド諸州で高く，東北部および東部インド諸州で低い。

2－3ミルク生産者の特徴

前述したように，インド乳業の特徴の一つは，限界農・小農といった小

規模農家の多くがミルク生産に携わっている点にある。この点に関連して，

ビ ル タ ル がNSSO “Income, Expenditure and Productive Assets of Farm 

Households” （Report Number 497, 2005）の個表データを利用した分析を

行っている（Birthal 2008）。表29は，土地保有（オペレーショナル･ホール

ディング）規模とミルク生産量の関係をあらわしたものである。インド全

5） パンジャブ，ハリヤナでミルク利用可能量（消費量にほぼ同じ）が抜群に高いのは，ミルク
に含まれるラクトースを分解する酵素であるβ−ガラクトシダーゼ持続が高い（一時に多量
のミルクを飲んでも腹部に異常を感じない）パンジャブ族の体質と関係している可能性があ
る。一般的に，日本人を含むアジア民族の場合，ラクトース不耐者の出現頻度は圧倒的に高
い（足立 1998, 第４章）。アジアでは，パンジャブ族は例外といえよう。
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体でミルク生産に従事している農家は44.2％である。ミルク生産に従事し

ている家計の比率は，土地保有規模が大きくなればなるほど，高くなって

いる。限界農（１ヘクタールまで）の場合に38.9％と最も低く，小農（１

−２ヘクタール）48.3％，中農（２−４ヘクタール）56.7％，大農68.5％

である（ビルタルは，通常NSS統計で使用されている分類とは若干異なっ

た分類を用いている。限界農，小農は同じであるが，通常「準中農」とし

て分類される2−4ヘクタールの土地保有家計を「中農」として，また通常

４−10ヘクタールの「中農」と10ヘクタール以上の大農をまとめて，4ヘ

クタール以上の土地保有家計を「大農」として分類している）。しかしミル

ク生産家計およびミルク生産量の分布をみると，土地保有規模とは逆相関

になっている。ミルク生産家計でみると，限界農57.6％，小農19.8％であ

り，合計すると全体の77.4％を占めている。同様に，ミルク生産量でみる
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表29　土地所有規模別ミルク生産の規模，2003年
限界農 小農 中農 大農 全体

（1haまで）（1-2ha） （2-4ha） （4ha超）
家計の分布比率（％） 65.5 18.1 10.7 5.7 100.0 
ミルク生産家計の割合（％） 38.9 48.3 56.7 68.5 44.2 
ミルク生産家計の分布（％） 57.6 19.8 13.7 8.9 100.0 
ミルク生産量の分布（％） 49.2 19.6 16.7 14.5 100.0 

ミルク生産量（litres/houseihold/annum） 家計の分布（％）
 500 39.8 33.5 28.8 22.3 35.5 

500−1000 27.9 27.5 25.0 24.2 27.1 
1000−2000 21.3 23.4 25.5 23.6 22.5 
2000−5000 9.6 13.6 17.3 23.3 12.7 
＞5000 1.4 2.1 3.3 6.7 2.3 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

ミルク生産に占めるシェア（％）
 500 10.2 7.5 5.4 3.1 7.8 

500−1000 19.5 16.7 12.6 8.8 16.3 
1000−2000 28.8 27.2 25.0 16.7 26.1 
2000−5000 27.2 32.1 35.4 36.0 30.8 
＞5000 14.2 16.4 21.5 35.4 19.0 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所：Birthal 2008.
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と，限界農（49.2％）と小農（19.6％）を合わせたその比率は，全体の68.6

％にまで達している。家計あたりのミルク生産量をみると，大半の家計の

ミルク生産量はきわめて小さい。全体の35.5％が年間500リットル以下であ

り，また27.1％は500−1,000リットルである。予想されるように，土地保

有規模が小さくなるほど，一家計あたりのミルク生産量も小さくなる傾向

がある。また1000リットル以下のミルク生産家計（全体の62.6％）がミル

クの総生産量に占める割合は24.1％にとどまっている。1,000リットルまで

のミルク生産レヴェルでは，市場向けのミルク余剰があると見なすことは

できず，ほとんどは自家消費用である。年間2,000リットル超のミルクを生

産している家計は15.0％であり，この15.0％の家計がミルク総生産量の

49.8％の割合を占めている。土地保有規模が小さい限界農の67.7％，また

小農の61.0％は，年間ミルク生産量が1000リットル以下の家計である。

2,000リットル超のミルク生産量を誇る限界農の比率は11.0％，また小農は

15.7％である。

表30は商業用酪農業に従事している家計を土地保有規模別にみたもの

で，同じくビルタルによって整理されたものである。年間5,000リットル超

のミルク生産を行っている家計のうち，54.4％は限界農・小農である。こ

のことは，もし限界農・小農が生産の近代化および市場へのアクセスを改

善することができるならば，乳業規模を拡大する余地があることを示唆し

ている。

表30　土地所有規模別の商業用酪農参加率の分布，2003年（％）
農民の分類 ミルク生産量（litres/household/annum)

 500 500−1000 1000−2000 2000−5000 >5000
限界農 （1haまで） 64.6 59.4 54.5 43.7 36.1 
小農 （1-2ha） 18.7 20.1 20.6 21.2 18.3 
中農 （2-4ha） 11.1 12.6 15.5 18.7 19.8 
大農 （4ha超） 5.6 7.9 9.3 16.3 25.8 
全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所：Birthal 2008.
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2－4　ミルク･ミルク加工製品に対する需要（消費）

表31および表32は全国標本調査（NSS）のデータによって，ミルクおよ

びミルク加工製品の一人当たり一ヶ月の消費額の推移（1977−78年から

2007−08年まで）を見たものである。この間，総消費支出に占める食品支

出の割合（エンゲル係数）は，農村では64.35％から52.35％へ，都市では

59.98％から39.58％へと，それぞれ一貫して顕著に低下していることが読

み取れる。しかし総支出消費に占めるミルク・ミルク製品支出だけを取り

出してみると，農村では1977−78年（NSS第32回調査）の7.68％から1997
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表31　ミルク・ミルク製品の一人当たり１ヶ月の消費額の推移（ルピー）

NSSラウンド ミルク・ミルク
製品 食品合計 総消費支出額 平均家計人数

農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市
32回 1977-78 5.29 9.16 44.33 57.67 68.89 96.15 5.22 4.89 
38回 1982 8.45 15.15 73.73 96.97 112.45 164.03 5.20 4.85 
42回 1986-87 13.48 23.32 92.55 128.99 140.93 222.65 5.26 4.79 
43回 1987-88 13.63 23.84 100.82 139.73 158.10 249.92 5.08 4.71 
44回 1988-89 15.65 26.74 111.80 152.49 175.10 266.85 5.17 4.87 
45回 1989-90 18.35 29.53 121.78 165.46 189.46 298.00 4.96 4.66 
46回 1990-91 19.04 32.37 133.34 185.77 202.12 326.75 4.81 4.55 
47回 1991.7-1991.12 21.90 37.21 153.50 207.77 243.50 370.34 5.00 4.73 
48回 1992.1-1992.12 23.00 42.00 161.00 224.00 247.00 399.00 5.20 4.80 
49回 1993.1-1993.6 23.00 41.00 159.00 221.00 244.00 382.00 5.10 4.60 
50回 1993.7-1994.6 26.70 44.90 177.80 250.30 286.10 464.30 4.90 4.50 
51回 1994.7-1995.6 27.00 49.00 189.00 271.00 309.00 508.00 4.90 4.60 
52回 1995.7-1996.6 32.38 56.45 207.75 299.98 344.29 599.26 5.00 4.60 
53回 1997.1-1997.12 39.31 62.75 231.99 320.26 395.01 645.44 5.00 4.60 
54回 1998.1-1998.6 36.54 64.63 232.40 339.71 382.07 684.27 5.00 4.70 
55回 1999.7-2000.6 42.56 74.17 288.80 410.84 486.16 854.92 5.00 5.00 
56回 2000.7-2001.1 42.97 75.90 278.57 400.57 494.90 914.57 5.10 4.50 
57回 2001.7-2002.6 41.91 75.82 276.35 402.31 498.27 932.79 5.02 4.48 
58回 2002.7-2002.12 45.34 78.19 292.27 429.79 531.49 1011.97 5.00 4.40 
59回 2003.1-2003.12 44.69 80.03 299.86 429.12 555.55 1022.68 5.00 4.50 
60回 2004.1-2004.6 47.60 82.98 304.60 441.48 564.70 1060.16 5.08 4.42 
61回 2004.7-2005.6 47.31 83.30 307.60 447.41 558.78 1052.36 5.08 4.55 
64回 2007.7-2008.6 60.18 106.64 404.33 582.43 772.36 1471.54 4.73 4.22 

出所：DAHD 2006: pp.118-119; NSSO 2010: pp.A1. A14-A17..
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年（第53回調査）の9.95％へと増加傾向を辿り，その後は低下傾向を辿り，

2007−08年（第64回）調査では7.79％へと顕著に低下した。また都市でも，

1977−78年の9.53％から1993年（第49回調査）の10.7％までは変動を伴い

ながらも増加傾向を辿り，その後は低下傾向を辿り，2007−08年（第64回

調査）には7.25％へと顕著に低下した。しかし総食品支出に占めるミルク・

ミルク加工製品支出の比率をみると，農村では1977−78年（第32回調査）

の11.93％から増加傾向を辿り，1986−87年以降2007−08年に至るまで，

はほぼ15％前後で高止まりしている。一方都市でも，1977−78年の15.89％

からこれまた増加傾向を辿り，こちらも1986−87年以降2007−08年に至る

表32　一人当たり一ヶ月の消費支出に占めるミルク・ミルク製品消費額の比率（％）

NSSラウンド ミルク・ミルク
製品 食品合計 総食品支出に占めるミルク・ミルク

製品の比率

農村 都市 農村 都市 農村 都市
32回 1977-78 7.68 9.53 64.35 59.98 11.93 15.89 
38回 1982 7.51 9.24 65.57 58.57 11.45 15.78 
42回 1986-87 9.57 10.48 65.67 57.93 14.57 18.09 
43回 1987-88 8.62 9.53 63.77 55.92 13.52 17.04 
44回 1988-89 8.94 10.02 63.85 57.14 14.00 17.53 
45回 1989-90 9.69 9.91 64.28 55.52 15.07 17.85 
46回 1990-91 9.42 9.90 65.97 56.85 14.28 17.41 
47回 1991.7-1991.12 8.99 10.04 63.07 56.10 14.25 17.90 
48回 1992.1-1991.12 9.40 10.40 65.00 56.00 14.46 18.57 
49回 1993.1-1993.6 9.40 10.70 65.20 57.60 14.42 18.58 
50回 1993.7-1994.6 9.50 9.80 63.20 54.70 15.03 17.92 
51回 1994.7-1995.6 8.90 9.70 61.00 53.40 14.59 15.90 
52回 1995.7-1996.6 9.40 9.42 60.34 50.06 15.58 18.82 
53回 1997.1-1997.12 9.95 9.72 58.73 49.62 16.94 19.59 
54回 1998.1-1998.6 9.56 9.45 60.83 49.64 15.72 19.04 
55回 1999.7-2000.6 8.80 8.70 59.40 48.10 14.81 18.08 
56回 2000.7-2001.1 8.70 8.30 56.30 43.80 15.45 18.95 
57回 2001.7-2002.6 8.40 8.10 55.50 43.10 15.14 18.79 
58回 2002.7-2002.12 8.50 7.70 55.00 42.50 15.45 18.12 
59回 2003.1-2003.12 8.00 7.80 54.00 42.00 14.81 18.57 
60回 2004.1-2004.6 8.40 7.80 53.90 41.60 15.58 18.75 
61回 2004.7-2005.6 8.47 7.91 55.04 42.51 15.38 18.62 
64回 2007.7-2008.6 7.79 7.25 52.35 39.58 14.90 18.43 

出所：DAHD 2006: pp.120-121; NSSO 2010: pp. A18-A21; NDDB, National Statistics .
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まで，17％−19％程度で高止まりしている。つまり一人当たり所得が増加

するにつれ，総消費支出に占めるミルク・ミルク加工製品支出は低下傾向

を辿っているが，食品支出に占めるミルク・ミルク製品支出は農村では15

％前後，都市では17−19％程度で安定している6）。

表33は，2007−08年（NSS第64回調査）で所得階層（所得分位10％）ご

とのミルク・ミルク加工製品に対する消費支出をみたものである。農村で

も都市でも所得が上昇するにつれ，総消費支出に占めるミルク・ミルク加

工製品消費の比率が上昇し，やがて下落に転じている。農村では，所得上

位20％（80−90％分位）で9.87％とピークに達し最上位所得分位10％のと

ころで8.71％へと減少している。都市では，所得分位50−60％のところで

8.47％とピークに達し，それ以上所得が増加するとその比率は減少してい

る。しかし総食品支出に占めるミルク・ミルク加工製品支出の比率を見る

と，農村では所得最下位10％の4.56％から所得最上位10％の21.61％までひ

たすら増加しつづけている。都市でも同様の傾向がみられる。ここでは，

所得最下位10％の9.91％から所得分位80−90％の21.15％まで増加しつづ

け，ようやく所得最上位10％のところで20.47％へと若干下落している。農

村・都市を問わず，所得が増加するにつれ，食品支出に占めるミルク・ミ

ルク加工製品支出の割合が21％程度まで増加することを示唆している。我

が国では想像を絶するほどのミルク・ミルク製品に対する需要の高さであ

り，また所得弾力性の高さである。

核家族化の進展，女性の社会進出，交通手段の近代化，クレジットカー

ド利用の増大によって都市民を中心にライフスタイルが大きく変化してい

る。その波は都市近郊の農村地帯にも及んできており，それが食品に対す

変容するインド乳業

6） 食品支出パターンの変化（穀類に対する消費支出比率の低下，高付加価値品目＝肉・卵・魚，
野菜・果物，ミルク・ミルク製品に対する消費支出比率の増加）に関しては，すでに多くの
研究がある（Shama 2004; Kumar, Mruthyunjana and Dey 2007; Brithal 2008）。付け加えて，
都市の富裕層の間では，加工食品に対する消費が増加している点も指摘されている（Minten, 
Reardon and Vandeplas 2009, pp. 11-12）。
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る消費パターンを大きく変化させていると言えよう。

ところで，これまでの概観から明らかなように，畜産業あるいは酪農業

の地域差は大きく，州・県ごとのきめこまかい調査研究が必要であること

は言うまでもない。州レヴェルでは，パンジャブ州をとりあげたシデュ＝

ブラールによる研究がある（Sidhu and Bhullar 2004）。やや古いが，州レ

ヴェルでのデータが掲載されているので，紹介しておく。パンジャブ州も，

全国的にみられる傾向と同様の傾向を示している。表34から，1985年度か

ら2001年度にかけて州内純生産（NSDP）に占める穀物のシェアが34.4％

から25.1％へと低下する一方，畜産のシェアは16.0％から17.7％へと上昇

した。これに伴って農業部門のGDPに占める穀物の比率が68.3％から58.7

％へと顕著に低下する一方で，畜産の比率は31.7％から41.3％へと顕著に

増加した。パンジャブはインド最大のミルク生産量を誇る州であり，2001

年度のミルク生産量は793万トン，また一人当たりミルクの利用可能量は

887グラム/日である。食料支出に占めるミルク・ミルク製品に対する支出

は，1985年度から2001年度にかけて都市では28.4％から34.0％へ，また農

村では33.2％から34.6％へと，それぞれ増加した。表35は，パンジャブ州

の農家のビジネス所得を経済活動別かつ土地所有規模別にみたものであ

る。全体的にみて，1987−90年から2000−03年にかけて穀物からの所得が

81.0％から76.9％に減少する一方，逆に酪農からの所得は19.0％から23.1

％へと増加した。この傾向は，土地所有規模別にみても，どの階層におい

ても見られるが，土地所有規模が小さくなればなるほど顕著である。また

成長率をみても，穀物よりも酪農のほうが高く，また土地所有規模が小さ

くなればなるほど酪農の成長率が穀物の成長率を上回る程度が大きくなっ

ている。表36は，パンジャブ州の農業部門の雇用をみたものである。パン

ジャブ州では1980年代中葉から農業の機械化が著しく進展してきた結果，

穀物部門での雇用は継続して減少してきた。この傾向は土地所有規模が大

きくなればなるほど顕著である。大農の場合，1987−90年から2000−03年

にかけて，農家一戸あたりの穀物部門の労働日（man-days）は全体で82日

変容するインド乳業
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減少した。土地所有規模別にみると，大農の場合の減少が最も大きく，302

労働日も減少した。減少が最も小さい限界農の場合でも，109労働日から

82労働日へと27労働日の減少であった。これに対して酪農に対する労働需

要は全体で75労働日，増加した。穀物部門での労働需要の減少を酪農部門

での労働需要の増加が相殺する形になっている。土地所有規模別にみると，

純労働需要は限界農の場合には23労働日の増加，小農の場合には４労働日

表35　パンジャブ州における穀物・酪農からの農家ビジネス所得
　　　（農家一戸あたりルピー，1980年度価格）

限界農 小農 準中農 中農 大農 全体
穀物
1987-1990 4857 10751 19553 35649 64008 26426

％ 56.6 69.1 77.7 82.8 86.7 81.0
1993-1996 5860 10660 24408 45168 74186 30999

％ 5.0 60.9 71.5 77.7 82.7 75.7
2000-2003 5984 13557 30971 56840 92354 35027

％ 45.4 62.6 74.6 81.5 84.7 76.9
酪農
1987-1990 3765 4803 5609 7420 9836 6216

％ 43.4 30.9 22.3 17.2 13.3 19.0
1993-1996 4791 6837 9726 12932 15534 9933
％ 44.0 39.1 28.5 22.3 17.3 24.3
2000-2003 7201 8110 10524 12916 16618 10547

％ 54.6 37.4 25.4 18.5 15.3 23.1
合計（穀物＋酪農）
1987-1990 8622 15554 25162 43069 73884 32643

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1993-1996 10651 17497 34134 58101 89720 40932
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
2000-2003 13185 21667 41494 69756 108971 45573

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
年成長率（％）
穀物 0.8 1.7 3.7 3.2 3.1 2.1
酪農 5.7 4.7 5.5 5.0 4.4 4.7
合計（穀物＋酪農） 3.1 2.7 4.1 3.6 3.3 2.6
成長への貢献（％）
穀物 24.7 45.9 69.9 79.4 80.7 66.5
酪農 75.3 54.1 30.1 20.6 19.3 33.5

出所：Sidhu and Bhullar 2004.
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の増加，そして準中農の場合には36労働日の増加であった。一方，中農の

場合には71労働日の減少，大農の場合には197労働日の減少であった。表

37は，パンジャブ州のミルク生産量，ミルク加工生産能力，酪農協同組合

のミルク集荷センター数，一人当たり所得，およびミルク価格の推移をみ

たものである。1980年度から2001年度にかけて，一人当たり所得は2,588ル

ピーから5,111ルピーへと年平均3.11％の増加となった。ミルク・ミルク製

品に対する所得の弾力性は穀物に比べて大きく，所得の増加がミルク消費

の増加に結びついた。ミルクの加工生産能力およびミルク集荷センター数

もそれぞれ9.1％，0.8％の増加であった。この表には掲載されていないが，

シデュ＝ブラールによると，同期間にミルク集荷のために酪農協同組合に

よってカヴァーされた村落は21.6％から48.4％へと増加し，またミルクの

加工生産能力もミルク生産量の10.8％から25.5％へと増加した。また1980

年代後半から90年代にかけての需要増加に伴ってミルクの価格が大きく

増加した。需給両面で，ミルク生産が刺激されたといえよう。

パンジャブ州の酪農の発展を概観して，シデュ＝ブラールは次のように

まとめている。（1）農家にとって畜産部門はますます重要な経済活動にな

っている。（2）とくに限界農，小農にとって，所得，雇用の両面で重要性

が増している。（3）しかし大農，中農にとって穀物部門での労働需要の減

少があまりにも大きいために，農村全体としてみると，酪農部門での労働

需要増加によってすべてを相殺することができていない。（4）酪農業の発

展には目ざましいものがあるが，発展の潜在的可能性を阻んでいるいくつ

かの要因がある。第一は，かなり多くの非生産的なあるいはミルク生産量

の少ないウシ・水牛がいることである。1997年におけるその比率はメスウ

シ・メス水牛の34.4％にのぼる。第二に，ウシと比較してミルク生産量が

少ない水牛の比率が74.8％にのぼることである（1997年）。他方で，高収量

が見込まれる改良種ウシ（交雑種）の比率は1990年の12.8％から1997年の

19.2％へと増加したが，これは在来種ウシにとってかわったものであって，

水牛にとってかわったものではなかった。第三は，ミルクの生産性が低い



95

ことである。例えば，ムラー種（Murrah）の水牛の潜在的な平均収量は秘

乳期（lactation period）あたり4,000リットルであるが，パンジャブでは

1,700リットルにすぎない。またホルシュタイン＝フリシアン交雑種ウシは

最大で秘乳期あたり7,000リットルまで可能であるが，パンジャブでは

3,000−3,200リットルにとどまっている。その原因は，不十分かつ低品質

の飼料，家畜小屋，衛生設備，そして夏季における高温・高湿度である。

家畜数は増加しているにもかかわらず，グリーンフォダー穀物の生産地が

まったく増えていない。健全な乳牛・乳水牛に必要とされるグリーンフォ

ダー穀物の量は家畜一頭あたり40キログラムであるが，実際には17キログ

ラムしかない。これらの諸要因の結果，パンジャブ州の酪農部門の経済効

率は低いままである。

パンジャブ州の分析から得られた彼らの結論は，多かれ少なかれ，これ

までに概観してきたインドの他の州での酪農業にもあてはまるもので，イ

ンド全体の酪農業でみられる発展傾向と諸問題点を集約している。

2－5　ミルク・ミルク加工製品の価格

表38は，ミルク・ミルク製品の卸売物価指数の動向をみたものである。

ミルク価格は，1994年度から1998年度にかけて，全商品の価格より伸び率

が低かったが，1999年度から2003年度にかけては全商品の価格よりも高く

なり，2004年度から2008年度にかけて再度全商品の価格より伸び率は低く

なっている。しかし食品全体の価格と比較すると，1994年度以降一貫して

低くなっている。また食料穀物の価格と比較しても，一貫してミルクの価

格のほうが低い。これに対しミルク加工製品の価格は，全商品，食品，食

料穀物のどれと比較しても，一貫してこの間高くなっている。ミルク加工

製品をさらに商品ごとに分けてみると，バター，ギーの価格は相対的に伸

び率が低く，一方スキムミルク，ベビー・フードの価格の伸び率はきわめ

て高い。

ミルクの価格は製造価格と販売価格の両面において，州・地域ごとに大

変容するインド乳業
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きな相違がある。自由化が進展した今日では国際価格が大きく影響しはじ

めており，ギー，ミルクパウダー（ベビー･フード），とくにスキムミルク

が価格形成において大きな役割を果たしている。ミルクの価格は，東部イ

ンド，西部インドのほうが北部インドよりも若干価格が高い。また南イン

ドが最も低い。図２は，バナジーが提供しているミルク価格のフロー・チ

ャート（概念図）である。調査時点がわからないという問題があるが（お

そらく2005年あるいは2006年頃），農村のミルク生産者からの組織部門（酪

農協同組合加工工場，民間加工業者）によるミルク調達価格は，リットル

あたり14−17ルピー（脂肪分8％，SNF9％）である。また非組織部門での

調達価格も同じであるが，都市のミルク生産者（「カタル（Khatal）」と呼

ばれる）からの調達価格は16−20ルピーと高くなっている。またいずれの

調達経路を辿っても，都市の消費者の購買価格は22−23ルピーとなってい

る。

2－6　ミルクの加工と流通

バナジーの推計によると（Banerjee no date），2006年度のミルク総生産

量9,800万トンのうち，都市/都市近郊地域で加工・包装された液乳は784万

トン（８％），農村地域で自己消費・販売された未加工の液乳は4,312万ト

ン（44％），組織部門で製造された付加価値ミルク製品は686万トン（７

％），都市/都市近郊で販売された液乳（生乳）は1,862万トン（19％），残

りが非組織部門で製造された付加価値ミルク製品2,156万トン（22％）であ

る（図３）。この推計によると液乳として消費・販売された量は6,988万ト

ンで，総ミルク生産量に占める比率は71％である。このうち組織部門（酪

農協同組合，民間企業）によって加工された（すなわち低温殺菌されて，

パッケージされたミルク）液乳は784万トンであるので，液乳の11.3％であ

る。非組織部門で消費・販売されている液乳の比率は88.7％を占めている

が，このうち20％は農家で自己消費されると推計されている。残りは，非

組織部門の流通経路を通って低温殺菌未処理の生乳として販売されてい
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る。消費者はヴェンダーから量り売りで生乳を買うことを好む傾向がある

が（「生乳のほうが新鮮である」という考えが強い），実際には水や化学製

品が混ぜられているケースが多々あるといわれている。

図４は，ミルク・サプライチェーンの緒形態をあらわしたものである

（Banerjee no date）。伝統的非組織部門でのミルク・ミルク製品の流通経路

は，（1）生乳が生産者から消費者に直接販売されるケース，（2）生乳が生

産者から伝統的市場に出荷されて，あるいはミルクマン/コントラクターを

通じて伝統的市場に出荷されて，消費者に販売されるケース，（3）生乳お

よびクリーム/凍結乳が伝統的市場に出荷されるか，あるいは生産者からミ

ルクマン/コントラクターといった仲介業者を通じて伝統的市場あるいは

土着のミルク製品製造業者に出荷・加工され，そこから消費者に販売され

るケースがある。一方，組織部門でのミルク・ミルク製品の流通経路は，

（1）生乳が生産者から直接に，あるいは生産者組合あるいはミルクマン/コ

ントラクターに出荷され，こうした組織を通じて民間企業に販売され，そ

こで（低温殺菌された）加工ミルクあるいは付加価値乳製品として市場に

出回り，消費者に販売されるケース，（2）生乳が生産者から直接政府加工

業者に販売されるか，あるいはミルクマン/コントラクターや県ミルク組合

/州酪農連合を通じて政府加工業者に販売され，そこで（低温殺菌された）

加工ミルクおよび付加価値乳製品として消費者に販売されるケース，（3）

生乳が村落酪農協同組合に販売され，そこを通じて県酪農協同組合に供給

される。県酪農協同組合では低温殺菌処理をほどこしたミルクの製造，あ

るいは付加価値をつけた乳製品を製造している。加工ミルクおよび付加価

値ミルク製品は，直接市場を通じて，あるいは州酪農協同組合連合を通じ

て，あるいはまた全国酪農連合会を通じて市場に出荷され，市場から消費

者に販売されるケースがある。

ミルクの98％が農村で生産されているが，56％は都市部門で消費されて

いる。しかし都市部門でさえ，消費されるミルクの83％は伝統的非組織部

門からのものである。インド全土の3,700都市のうち，ミルク配達網（衛生
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的に包装された低温殺菌ミルク）でカヴァーされている都市は778にとど

まっている（India Agronet）。

３．ミルク産業の自由化

3－1　ミルク産業政策の変遷

インドの酪農開発政策は，中央政府と州政府の双方によって担われてき

た。中央政府は，計画委員会によって畜産政策を策定し，州政府はそれを

実行する。憲法によって，酪農・畜産は州政府の管轄とされている。酪農・

畜産計画は，農業省第二次五ヵ年計画（1956年度−60年度）の主要村落開

発計画（Key Village Development Programme）によって始められた。第

三次五ヵ年計画（1961年度−65年度）以降は，酪農と畜産はそれぞれ農業

開発計画のサブ・セクターとして分離された。

その後もインドの酪農部門は，政府の手厚い保護の下に置かれた。貧困

削減という社会経済的目標を達成すべく，インドの酪農部門は外国からの

競争から保護・遮断された。国内の酪農業を発展させるために，ミルク・

ミルク製品の輸出入は関税および量的規制，政府機関による一元的貿易管

理（キャナライゼーション）によって厳格に規制されていた。また組織部

門間の競争はライセンスによって規制され，ミルク加工部門への新規参入

は禁止されていた。

しかし1991年の酪農部門の規制緩和と1995年のWTOウルグアイ・ラウン

ドでの農業協定（Uruguay Round Agreement on Agriculture: URAA）によ

って，酪農業に対するアプローチは保護主義政策から自由化政策へと大き

く転換した。1991年の経済自由化への転換にともなって酪農業部門も規制

緩和され，民間投資および外国資本・技術の導入が促進されることになり，

組織部門民間企業のミルク加工部門への参入が始まった。規制緩和後１年

の間に，100を超えるミルク加工プラントが民間企業によって設立された。



103

民間企業の怒涛のような参入ラッシュをみて，過剰供給能力や汚染したミ

ルクや基準を満たさないミルクの販売が増加したとして，インド政府は

1955年重要物資法（Essential Commodities Act pf 1955）の下，1992年にミ

ルク及びミルク製品指令（MMPO: Milk and Milk Products Order）を交付

し，再び規制を強化した。MMPOによって，一日10,000リットル未満の液

乳製造工場あるいは年間500トン未満のミルク販売量に対しては許可不要

としたが，一日10,000−75,000リットルの液乳製造工場あるいは年間500−

3,750トンのミルク販売量の場合には州政府に届け出ることを義務付け，ま

た一日75,000リットルを超える液乳製造工場あるいは一日3,750トン以上

のミルク販売量の場合には中央政府に登録することを義務づけた。また新

規参入の場合にはライセンス取得が義務づけられたため，大規模企業ある

いは多国籍企業の大規模な新規投資が制限されることになった。そのため，

民間企業の大半は，付加価値ミルク製品（ベビー・フード，デイリー・ホ

ワイトナー，コンデンス・ミルク等）の製造に活動が制限される結果にな

った。その後，ミルク及びミルク製品指令は徐々に自由化に向けての改定

を重ねてきたが，2002年に大幅に改定された。ミルク加工およびミルク製

品製造業プラントに対する規制が撤廃され，同時に「ミルク・シェッド」

という概念も廃止された。加えて，畜産品に対する輸出入規制もおおかた

廃止された（Sharma 2004）。

また1991年に食料加工業省（Ministry of Food Processing Industries: 

MOFPI）と農業省・畜産・酪農局（Department of Animal Husbandry and 

Dairying: DAHD）という２つの担当官庁が創設された。前者は付加価値を

伴ったミルク製品に関する政策を担当し，後者は液乳の生産と加工に関す

る政策を担当している。

3－2　オペレーション・フラッドと酪農協同組合の展開

中里亜夫は，インド酪農業の特徴として，（1）水牛飼育によるミルク生

産の割合が高いこと，（2）酪農協同組合を中核に発展したこと，（3）熱帯

変容するインド乳業
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酪農であること，の３点をあげている（中里 1998）。

この３つの特徴のうち，酪農協同組合によるインド乳業の発達はインド

における「白い革命」をもたらした大成功例として，世界に広く知られて

きた。「オペレ−ション・フラッド」あるいは「アムル・モデル」の成功譚

である。我が国でも中里や久保田の研究によってよく知られているので，

ここではごく簡単にその発展の概要をレヴューしておきたい（中里 1998; 

久保田 2001; Chandra and Tirupati 2003; Operational Flood & Amul India 

Story 2007）。

1946年12月14日，グジャラート州のカイラ県アーナンドに，カイラ県ミ

ルク生産者協同組合（Kaira District Cooperative Milk Producer’s Union）

が誕生した。アーナンド（Anand）市での，商人あるいは酪農業者による

零細なミルク生産者の搾取に対抗するためであった。ミルク生産者は，ア

ーナンドで唯一の民間企業ポルソン・デイリー（Polson Dairy）にミルク

を販売するため，自らコンテイナーにミルクを入れて長距離の移動を余儀

なくされていた。そのため，とくに夏季になると，しばしばミルクは酸化

してしまった。ポルソン・デイリーのエージェント（仲介商人）は，一方

的に価格と買い取り量を決定した。冬季になると余剰ミルクは売れ残り，

ミルク農家は低価格でミルクを販売せざるをえなかった。政府は，ポルソ

ン・デイリーに，アーナンドでのミルクの買い付けと400キロ離れたボンベ

イでの販売の独占的権利を与えていた。こうした状況下で、インド独立運

動の指導者サルダール・ヴァラヴァーイ・パテールとモラルジー・デサイ

の助言に従って，農民たちは協同組合を結成し，ボンベイに直接ミルク販

売を始めた。農民リーダーとしての役割を担ったのは，トリブヴァンダス・

パテール（Tribhuvandas Patel）であり，そして彼を引き継いだヴェルゲー

ゼ・クリアン（Verghese Kurien）だった7）。ミルクの集荷も分権化され，

各村落レヴェル（当初は，わずか２か村であった）で協同組合が結成され，

村落でミルクを集荷することが始まった。1964年にラル・バハドゥール・

シャストリ（Lal Bahadur Shastri）首相がアムルを訪問し，その事業に感
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動し，アムル精神の全土への普及を強く望んだ。そして，アムル・モデル

を全土に広めるべく，1965年に全国酪農開発局（NDDB: National Dairy 

Development Board）が設立された。

カイラ組合のうち最初に設立された近代的酪農工場がアーナンドのアム

ル（AMUL: Anand Milk Union Ltd.）である。新設プラントの生産能力は，

低温殺菌ミルク30万トン/日，バター10,000ポンド/日，粉ミルク12,500ポ

ンド/日，カゼイン1,200ポンド/日，であった。インド独自の技術革新によ

って，商業ベースで世界始めて水牛乳からのスキムミルクの生産に成功し

た。その後，グジャラート州で酪農協同組合は燎原の火のごとく広がった。

酪農協同組合は，３層の組織から成り立っている（図５）。村レヴェルでの

ミルク集荷を行う酪農協同組合，県レヴェルでのミルク生産者協同組合連

合（District Cooperative Milk Producers’ Union）（アムルはそのうちの一

つである），そして販売を担当する州レヴェルでのグジャラート州ミルク販

売 協 同 組 合 連 合 会（GCMMF: Gujarat Cooperative Milk Marketing 

Federation）である。GCMMFの設立は1973年である。カイラ県ミルク生

産者協同組合は1955年にブランド・ネームとして「アムル」を採用してい

たが，GCMMFの設立に伴って「アムル」ブランド・ネームをGCMMFに

譲渡した。これ以降，アムルはGCMMFのことを指すようになった。また

酪農協同組合を支えるために全国レヴェルでの２つの組織，すなわち全国

酪農開発局（NDDB）と全インド酪農協同組合連合（NCDFI: National Co-

operative Dairy Federation of India）が設立された。NDDBは，酪農協同組

合発展のための資金を提供する機関であり，一方NCDFIはインド全土をカ

ヴァーするミルク・グリッドを形成し，ミルクが余っている州と足りない

変容するインド乳業

7） クリアンの主著An Unfinished Dream の一部が邦訳されている（クーリエン 1997）。またク
リアンへのインタヴューをまとめたものとして，Kurien 2005，がある。後者にはクリアン
の自伝的要素が含まれているだけでなく，酪農行政をめぐるインド政府部内でのさまざまな
動向が詳細に記されており，まことに興味尽きない書物である。なおクリアンは1998年11
月にNDDB局長職を退いた。
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州との間の調整を担当する機関である。

アムルは，組合メンバーの農家に対して，あらかじめ決定された価格で

のミルク購入を補償している。またミルク農家に対して，ミルク購入12時

間以内での現金での支払いを行っている（大半は，ミルク購入時点での即

時払いである）。また農家に対して教育や様々なサポートを提供している。

また収益は長期的な発展のために使用されている。

村落の酪農協同組合は農民の自発的な組織である。ウシ・水牛を所有し

ている農民であれば，誰でも組合員になることができる。一人一票をもっ

ており，経営委員会は投票によって決定され，その中からチェアマンが選

出される仕組みになっている。ミルクの集荷，脂肪分の検査，家畜飼料の

販売が主要な任務である。県連合は，酪農工場を所有・操業している。村

落酪農協同組合が購入するミルク価格を設定している。ミルク・ミルク製

品の加工，獣医サービス，医療サービス，精子銀行，村落酪農協同組合へ

の家畜飼料の配布が主要な任務である。村落酪農協同組合のチェアパーソ

全国酪農開発局（NDDB）
全国酪農協同組合連合（NCDFI）

連合（Union）
AMUL 他，県協同組合連合

酪農協同組合
村落ミルク集荷センター

ミルク生産農家

他州の連合体連合体（Federation）
GCＭＭＦ

出所：筆者作成。

図５　グジャラート州酪農協同組合の組織構造
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ンが県連合の経営陣を選出し，その中から県連合のチェアパーソンが選出

されることになっている。県連合は専門知識をもったチームによって運営

されている。州レヴェルでの連合体の主要任務はミルク・ミルク製品の販

売である。共通のブランド設定，マーケティング・品質保証・購入の一元

化，ミルクの効率的なプーリング，を行っている。県ミルク連合のチェア

パーソンが州連合体のボード・メンバーになり，その中から州連合体のチ

ェアパーソンが選出される仕組みになっている。

オペレーション・フラッドとは，世界最大の酪農開発計画で，酪農開発

とミルク販売とを結びつけることを目的とし，商品援助の見返り資金を酪

農開発のために使用するというものである。1970年から1996年に至るま

で，３期にわたって実施された（表39参照）。オペレーション・フラッド第

Ⅰ期（1970年−81年）は４つのメトロ都市（デリー，ボンベイ，マドラス，

カルカッタ）のミルク市場において酪農協同組合が支配的な市場シェアを

占めることを目的としていた。世界食糧計画（WFP）を通じたEECの贈与

によって提供された粉ミルク12,700トンとバター油4万トンを利用して液

乳を生産して４メトロ都市で販売した。オペレーション・フラッド第Ⅱ期

（1981年−85年）は，近代的で実行可能な自己維持的な酪農業を確立する

ことを目的としたもので，386にのぼる都市消費センターと136にのぼる集

乳地域（ミルク・シェッド：Milk Shed）を結びつけるものであった。地域

的な需給不均衡を調整するものとして，全国ミルク・グリッドが形成され

変容するインド乳業

表39　オペレーション・フラッドの概要
OF-1 OF-2 0F-3

時期 1970-1981 1981-1985 1985-1996
ミルクシェッドの数 39 136 170
アムル方式酪農協同組合の数（1000） 13.3 34.5 72.7
加盟者数（100万人） 1.8 3.6 9.3
平均ミルク買い上げ量（100万キロ/日） 2.6 5.8 10.9
農村酪農でのミルク加工生産能力（100万トン/日） 3.6 8.8 19.2
液乳販売量（100万リットル/日） 2.8 5 9.9

出所：Operation Flood & Amul Story.
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た。成果として，国内の粉ミルク生産量が5倍になった。EECからのスキム

ミルク242,000トン，バター油68,000トン，バター23,000トンの商品援助，

および世界銀行からの1.5億米ドルのソフト・ローンを得た。オペレーショ

ン・フラッド第Ⅲ期（1985年−96年）は第Ⅰ期および第Ⅱ期の成果をさら

に確かなものにすることが目的であった。この期間にはミルク生産量が増

大したため，商品援助の額は大幅に減少した（7.5万トンの粉ミルク，2.5

万トンのバター油）。また世界銀行から3.65億米ドルの借款を得た。自力に

よる資金調達力が強化された。

オペレーション・フラッドの実施機関はNDDBである。NDDBの初代局

長ヴェルゲーゼ・クリアンの強力な指導力によって実行可能となった計画

である。オペレーション・フラッド計画によって，アムル・モデルの全国

的展開が可能になった（Kurien 2005: 121）。その成果は甚大である。ミル

ク生産量は飛躍的に拡大し，インドのミルクは自給可能になった。まさに

「白い革命」の名に値する成果であった。のみならず，酪農協同組合の形成

によって仲介商人によるミルク買い上げ価格の買手独占的操作が排除さ

れ，その結果貧しい農民（土地なし農業労働者，限界農，小農）の所得の

安定・向上がもたらされただけでなく（Narayan and Kapoor 2005），とり

わけ女性の雇用を拡大し，女性のエンパワメントを向上させた点は特筆す

べき貢献であった（Candler and Kumar 1998, p.50; 中里 2001）。

酪農業自由化以降，アムル（GCMMF）の経営革新は新たな展開を見せ

ている。1995年に情報技術（IT）の積極的導入を経営戦略の最重要事とし

た。村落での自動ミルク集荷システム（AMCUS: Automatic Milk Collection 

Unit Systems），E-メイル，インターネット・サービスの展開である。また

全インドにサイバーショップを導入した。さらに配送計画の近代化のため

にGISを導入した。GCMMFはインド最大の配送システムを所有する食品

販売会社である。インド全土に広がった47のすべての販売店は，E-メイル

を利用して，アーナンドの本部に毎日販売と在庫の報告をすることになっ

た（Operational Flood & Amul India Story 2007; Bowonder, Prasad and 
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Kotla no date）8）。アムルのディーラーは3,000社，小売店舗数は50万にのぼ

る。販売網の強さがアムルの競争力を支えている。アムルの販売商品は，

ミルク，粉ミルク，バター，ギー，マスティ・ダヒ，ヨーグルト，バター

ミルク・チョコレート，アイスクリーム，クリーム，シュリカンド，パニ

ール，グラブ・ジャムン，フレーバーミルク，バスンディ，スポーツドリ

ンク等を揃えている。またブランドの形成もアムル商品の市場での地位の

維持に貢献している。1967年にアムル商品のマスコットとして「アムルベ

イビー」（水玉模様の洋服でよく知られている）を採用した。

表40は，酪農協同組合に関する基礎データである。加工液乳の大半は酪

農協同組合によって生産されている。酪農協同組合は，地域レヴェルでの

ミルク生産者協同組合（Milk Producers’ Cooperative Union）に統合され，

さ ら に こ れ ら は 州 協 同 組 合 ミ ル ク 販 売 連 合（State Cooperative Milk 

Marketing Federation）に統合されている。酪農協同組合の数は，1980年

度末の13,284組合から，1990年度末には63,415組合へ，2004年度末には

113,152組合へ，そして2008年度末には133,349組合へと，それこそ飛躍的

に増加してきた。加盟農民数も，1980年度末の175万人から2008年度末に

は1,389万人へとこれまた飛躍的に増加してきた。農村でのミルク買い上げ

量も，2004年度末の2,007万キロ/日から2008年度末には2,509万キロ／日へ

と，また液乳販売量も2004年度末の1,563万リットル/日から2008年度末に

は2,004万リットル／日へと，それぞれ増加した。また2004年度末における

ミルク加工能力は2,966万リットル/日である。州別にみると，大きな格差

がある。2008年度末でみると，組合数が２万を超えているのはマハラシュ

変容するインド乳業

8） プラハラードも『ネクスト・マーケット』で折に触れ，アムルの電子システムに言及してい
る。「アムルは，一日当たり1,000万件の取引を扱い，約１億7,000万ルピーの支払いを即座
に処理する。このように統合された電子システムが，酪農協同組合のある伝統的なインドの
村のまさに中心に置かれているのだ。その結果，酪農家の多くは，初めて自分たちが『正当
に』扱われていると感じるようになった。牛乳の計量も分析もミスがなく，報酬も遅れるこ
となく支払われる。今や村を離れることなく，全国規模の酪農産業ネットワーク属している
のである」（プラハラード 2005, p. 71）。
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トラ（21,492組合）とウッタル・プラデシュ（20,473組合）の２州である。

また，ラジャスタン（13,681組合），グジャラート（13,646組合），カルナ

タカ（11,432組合）の３州では１万組合を超えている。タミル・ナドゥ

（9,900組合），ビハール（7,320組合），パンジャブ（6,711組合），ハリヤナ

（6,668組合）も5,000組合を超えている。一方，加盟農民数でみると，グジ

ャラートが最も多く（284万人），ついでタミル・ナドゥ（220万人），カル

ナタカ（202万人），マハラシュトラ（176万人）となっており，他の州の

加盟農民数を大きく上回っている。ミルク買い上げ量でみると，グジャラ

ートが873万キロ/日と他州を寄せ付けず圧倒している。ついで，マハラシ

ュトラ（329万キロ/日），カルナタカ（325万キロ/日），タミル・ナドゥ

（225万キロ/日），ラジャスタン（166万キロ/日）とつづいている。また液

乳販売量でみると，大きい順に，グジャラート（293リットル/日），マハラ

シュトラ（289万リットル/日），デリー（276万リットル/日），カルナタカ

（227万リットル/日），タミル・ナドゥ（199万リットル/日）となっている。

最後にミルク加工能力（2004年度末時点）でみると，これまたグジャラー

トが他州を圧倒しており，672万リットル/日である。ついで，マハラシュ

トラ（465万リットル/日），タミル・ナドゥ（260万リットル/日），カルナ

タカ（253万リットル/日），アンドラ・プラデシュ（215万リットル）と続

いている。

協同組合によるミルク･ブランドとして，GCMMFがグジャラート州で展

開しているアムルのほかに，デリー市のマザーデイリー（Mother Dairy），

アンドラ･プラデシュ州のヴィジャヤ（Vijaya），パンジャブ州のヴェルカ

（Verka），ラジャスタン州のサラス（Saras），カルナタカ州のナンディニ

（Nandini），ケララ州のミルマ（Milma），などがある。

しかしすべての酪農協同組合が皆アムルのように理想的な運営を行って

いるわけではない。州により，また地域により，様々である。ラワルは，

同じグジャラート州の中でもカースト制度の障壁によって協同組合が大土

地所有者によって牛耳られ，貧困農民の参加が見られない事例を報告して

変容するインド乳業
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いる（Rawal no date）。同様の報告は，ケララ州のマラバール地域酪農協

同組合連合を研究したナラヤナによってもなされている（Narayana 2002）。

またバンドパディヤイは，ヒマーチャル・プラデシュの酪農協同組合の事

例を（Bandypadhyay 1996），グルムルティはタミル・ナドゥの事例を

（Gurumurthi 1999），久保田はグジャラート州とマハラシュトラ州の事例

を（久保田 2001）それぞれ報告している。

3－3　自由化以降のインド酪農業

表41は，2006年末でMMPOに登録された，州別の乳製品工場数と生産能

力である。工場総数789のうち，酪農協同組合のそれは246，民間企業のそ

れは493である。また総生産能力9,805万リットル/日のうち，酪農協同組合

のそれは3,657万リットル/日に対し，民間企業のそれは4,609万リットル/

日である。いずれも民間企業のほうが酪農共同組合のそれらを大きく上回

っており，いまやインドの近代的酪農業は協同組合の独り舞台ではなく，

むしろ外資を含む民間企業による活動が支配的になってきた。一足先に自

由化をした酪農業の経験は，他の分野における小売ビジネスの自由化にと

っても何らかの示唆を与えるであろう。

州別にみると，大きな相違がうかがわれる。生産能力を基準にして比較

すると，酪農協同組合のシェアが全国平均の37.3％を超える大きく州は，

そのシェアの高い順に，グジャラート（89.4％），オリッサ（80.9％），ラ

ジャスタン（71.7％），ビハール（71.1％），ケララ（62.9％），タミル・ナ

ドゥ（62.0%），アンドラ・プラデシュ（55.9％），カルナタカ（52.2％），

である。逆に民間企業の生産能力が全国平均の47.0％を大きく超える州は，

そのシェアの大きい順に，ヒマーチャル・プラデシュ（92.5%），ウッタ

ル・プラデシュ（86.2%），ハリヤナ（82.7％），マディヤ・プラデシュ（71.4

％），パンジャブ（70.0％），西ベンガル（60.8％）の各州である。マハラ

シュトラは協同組合（40.3％）も民間企業（43.4％）も活発な活動を行っ

ている様子がうかがわれる。　　
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表42は，州別のミルク生産量と酪農協同組合によるミルク買い上げ量の

ランキングとシェアを比較したものである。双方のランキングに大きな相

違があることがわかる。ミルク生産量および酪農協同組合によるミルク買

い上げ量の上位12州を比較してみると，酪農協同組合によるミルク買い上

げ量の全体に占めるシェアがミルク生産量の全体に占めるシェアを上回っ

ている州は，グジャラート（＋27.1%），カルナタカ（＋8.9％），マハラシ

ュトラ（＋6.2％），タミル・ナドゥ（＋3.8％），ケララ（0.9％）の5州で

ある。いずれも酪農協同組合の活動が活発な州である。逆にミルク生産量

のシェアが酪農協同組合によるミルク買い上げ量のシェアを大きく上回っ

ている州は，ウッタル・プラデシュ（−15.2％），パンジャブ（−5.0%），

マディヤ・プラデシュ（−4.8%），ビハール（−3.9%），アンドラ・プラデ

シュ（−3.5％），ハリヤナ（−3.2％），ラジャスタン（−2.2％）である

（ただし，かっこ内の数値は，各州の酪農協同組合によるミルク買い上げ量

がインド全体のそれに占めるシェアから，各州のミルク生産量がインド全

体のそれに占めるシェアをマイナスしたもの）。このうち，ウッタル・プラ

デシュ，パンジャブ，マディヤ・プラデシュ，ハリヤナの４州は，民間企

業の経済活動がきわめて活発な州である。酪農協同組合の活動が相対的に

弱体で，かつミルク生産量が相対的に大きな州に，民間企業がより大きく

参入している傾向がうかがわれる。

酪農部門の市場自由化，貿易自由化措置に伴って民間業者の参入があい

ついでいる様子がうかがわれるが，その実態を具体的な事例研究によって

検証する必要がある。以下では，これまで報告されているいくつかの事例

研究をごく簡単に紹介する形で，その実態を垣間見たい。

最初にとりあげるのは，チャンド＝シン＝シンによる，ラジャスタン州

のデイリー・ハード（dairy herd）＝商業用ミルク生産農場の事例である

（Chand, Singh, and Singh 2002）。調査時点は1996−97年である。調査地域

はラジャスタン州ビカネール（Bikaner）市である。ビカネールには約300

にのぼるデイリー・ハードがあり，そこで生産された原料はラスグラ
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（Rasogolla）やその他チャーナ（Chhana）をベースにした伝統的なミルク

製品に使用されている。製品はインド国内だけでなく，海外にも輸出され

ている。ビカネールのデイリー・ハード所有者は交雑種の家畜を所有して

おり，チャーナ・ベースの加工品に使用されるために，水牛乳よりも牛乳

が優先されている。デイリー・ハードからのミルク買い付けは主に民間業

者によって行われている。

デイリー・ハードは，ウシの所有数によって，小規模（1−20頭），中規

模（21−37頭），大規模（38頭以上）に分類されている（表43）。チャンド

＝シン＝シンは，（1）商業用デイリー・ハードは経済的に採算がとれてお

り，利益のあがる事業である，（2）平均してデイリー・ハードあたり年間

973労働日を生み出している，（3）契約に基づくミルク買い上げと入札方

式が，デイリー・ハードの参入を促進している，（4）しかしウシは放し飼

いになっており，それが交通渋滞や交通事故につながっている，（5）また

家畜からでる廃棄物が下水に流されており，そのため下水が詰まるという

問題を引き起こしている，を結論としている。

シャンド＝シン＝シンの調査報告で特に興味をひく点は，販売（マーケ

ティング）の様子が報告されている点である。ビカネールには，ミルク集

荷にあたって４つの主体がかかわっている。すなわち，（1）消費者，（2）

菓子製造業者，（3）民間酪農企業，（4）その他（茶販売店，ミルク・ヴェ

ンダーなど），である。ミルクの販売はかなり特殊なものである。毎日，朝

と夕方に，商業用デイリー・ハードの近郊で，ミルクの入札が行われる。

菓子（ラシュグラ）製造業者は，入札で決まった価格を，デイリー・ハー

表43　ビカネール市のデイリー・ハードの概要
分類 総牛舎数 調査対象牛舎数

小規模（1-20頭） 104 39
中規模（21-37頭） 104 39
大規模（38頭以上） 56 22
合計 264 100

出所：Chand, Singh, and Singh 2002.
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ドの所有者に支払う。民間酪農企業（モディ・デイリー）は，デイリー・

ハードと一定期間にわたって固定価格での購買契約を結んでいる。この契

約では，デイリー・ハードは好きなだけの量のミルクを販売できる。小規

模の牛舎所有者は，最大66％まで消費者に直接ミルクを販売している。一

方，中規模および大規模のミルク生産者は，それぞれ39％，42％を民間酪

農企業に販売している。民間酪農業者による固定購入価格が入札にあたっ

てのベースラインとなっており，ミルク生産者にとって有利に働いている

と報告している。

次にとりあげるのは，ランガサミー＝ダカによるタミル・ナドゥ州の事

例研究である。酪農協同組合と民間酪農業者のミルク購入価格を比較した

調査研究である（Rangasamy and Dhaka 2007）。調査箇所はコインバトー

ル地区で，そこから酪農協同組合１社，民間酪農企業１社を選んでいる。

酪農協同組合のミルク加工生産能力は20万リットル/日であり，12.5万リッ

トル/日のミルクを購入している。545のミルク生産者協同組合から41のミ

ルク集荷センターを通じて購入されており，４箇所の冷蔵センターで冷蔵

されている。一方，民間酪農業者のミルク加工生産能力は20万リットル/日

であり，また15万リットル/日のミルクが購入されている。ミルクは，43の

ミルク集荷経路を通じて，ミルク集荷センターへと運ばれている。ほぼ同

規模の２つの異なった組織が選ばれている。集荷コストを比較するために，

20のミルク生産者協同組合と20のミルク集荷センターが調査対象となっ

た。調査時点は，2001−02年である。集荷コスト，運送コスト，冷蔵コス

ト，レセプション・コスト（固定費用としての原価償却費，利子，スタッ

フのサラリーと，可変費用としての水道費，光熱費，缶清掃費，予備部品

費，潤滑油費，修繕・維持費，文具費，消耗品費，労働者の賃金，その他

雑費，からなる）を比較検討している。ランガサミー＝ダカは，結論とし

て，１リットルあたりのミルク購入価格は，民間業者よりも協同組合のほ

うが高く，それは秘乳のフラッシュ・シーズン（４月−７月），変遷期（８

月−10月，および２月−２月），リーン・シーズン（11月−１月）を通じ

変容するインド乳業
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て，そうである。この費用の差異は，レセプション・コストと運送コスト

の面で，酪農協同組合のほうが高いためである，としている（表44）。

次の調査報告は，スクパル・シンによるアーメダバード市の液状ミルク

市場に関するものである（Singh 2007）。調査時点は不明であるが，2006年

あたりと思われる。アーメダバードは西インドではムンバイに次ぐミルク

の大消費地である。毎日120万リットルのミルクが販売されている。そのう

ち協同組合による販売量は約55万リットルで全体の45.6％を占めている。

民間企業による販売量は約20万リットルであり，全体の17％を占めてい

る。残りはルーズミルクの形で地元の酪農業者あるいはミルク・ヴェンダ

ーによって販売されている。1980年代中葉から，アバド（Abad，後年ペプ

シに売却された）とウッタム（Uttam，県レヴェルでの協同組合）という

２つの協同組合ブランドが市場に参入した。そして，1986年にアムルが包

装ミルクおよびブランド・ミルク市場に参入した。1990年代初頭に，ガヤ

トリ（Gayatri），サムルッド（Samrudhh），ザルフ（Zarf）といった，数多

くの民間ミルク業者が市場に参入した。調査時点では，29の民間ブランド

があった。主要企業は，ガヤトリ，ガンディワラ（Gamdhiwala），シュレ

表44　コインバトール地区の酪農協同組合と民間酪農業者のミルク１リットル
　　　 あたり調達コストの比較（単位：パイセ）

シーズン 集荷コスト 運輸コスト 冷蔵コスト  レセプショ
ン・コスト 総調達コスト

酪農協同組合
フラッシュ 34 58 28 18 138
変遷期１ 37 62 32 19 150
リーン 39 63 36 17 155
変遷期２ 37 58 33 19 147
平均 37 61 32 18 148

民間酪農業者
フラッシュ 36 58 28 11 133
変遷期１ 38 61 31 12 142
リーン 39 61 32 13 145
変遷期２ 38 58 33 12 141
平均 38 60 31 12 141

出所：Rangasamy and Dhaka 2007.
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シュト（Shresht），ローヤル（Royal），ザルフ，サムルッド，アヴカール

（Avkar），スンティワァラ（Suntiwala），プーナム（Poonam）である。ル

ーズミルクとポーチミルクの比率はおおよそ６：４である。また単独のミ

ルク・ディストリビューターはいない。小売店は複数のブランド商品を販

売している。また協同組合は現金払いだけでのみ販売されているが，民間

業者の場合には小売店に対して１日から１週間の信用を認めている。ルー

ズミルクに関しては，組織部門による提供は10％程度である。

アーメダバードのミルク市場は高度に差別化されている。大半の民間企

業は３−４種類のミルクを販売している。すなわち，フルクリーム，標準

ミルク，トンドミルク，ダブルトンドミルクである9）。ディストリビュー

ターに支払うコミッションは，１箱（crate）あたり2.5ルピーから７ルピ

ーまでのばらつきがある。しかし，消費者に対する小売価格は，同一タイ

プのミルクに対してはほとんど同じである。自宅配達の比率は民間業者の

場合60％（無料），アムルの場合30％である。

民間業者のうち成功しているのは，小規模で，それまでに社会によく溶

け込んできた非組織部門企業だけである。大規模工場をもった企業は，ミ

ルク買い付けが困難で，事業に失敗した。ブリタニアやコカコーラといっ

た 多 国 籍 企 業 は， 味 つ き ミ ル ク と か 超 高 温 殺 菌 ミ ル ク（Ultra-High 

Temperature milk: UHT milk）といった新商品分野に参入しはじめている。

スクパル・シンの調査報告は，アーメダバードというアムル酪農協同組

合が圧倒的に強い市場でも，小規模の民間企業が参入している様子を描い

たものである。

最後にとりあげるのは，ビルタル＝ジャー＝ティオンゴ＝ナロッドによ

る，ラジャスタン州のジャイプール（Jaipur）県とシカール（Sikar）県の

変容するインド乳業

9） ミルクは，含まれる脂肪分の割合によって以下のように分類されている。フルクリーム（脂
肪分６％），標準（4.5％），トンドミルク（３％），ダブルトンドミルク（1.5％）である。
フルクリームはギーやスイート用，標準ミルクは飲料用，トンドミルクはカード（ヨーグル
ト）用，ダブルトンドミルクは紅茶用である。脂肪分が高いほうが価格は高くなる。
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契約ミルク農家の調査研究である（Birthal, Jha, Tiongco, and Narrod 

2009）。調査時点は2005年11月である。ジャイプール県はラジャスタン州

の州都であり，人口の50％は都市住民である。シカール県はジャイプール

県に隣接する県で，ジャイプールの消費者に大量のミルクを送り出してい

る。協同組合，民間企業，ヴェンダーが酪農にかかわっている。主要な民

間企業は，GK・デイリー（GK Dairy Industries），モディ・デイリー（Modi 

Dairy），ロータス・デイリー（Lotus Dairy）である。調査対象として，ジ

ャイプール県，シカール県から，それぞれ民間加工業者が存在する２地区

（block）が選ばれ，またそれぞれの地区から10カ村が選ばれた。酪農家は，

小規模酪農家（乳牛頭数が４頭未満），中規模酪農家（同４−６頭），大規

模商業酪農家（同６頭超）として区分された。協同組合メンバーを除いて，

契約酪農家150件と独立酪農家150件が同定された。平均的にみて，契約農

家のほうが独立農家よりも，年齢が高く，土地保有規模が大きく，家族数

が大きく，労働者数が大きい（表45）。

ラジャスタン州のミルク販売は非組織部門によるものが大半である。ミ

ルク生産者は直接農村あるいは都市の消費者にミルクを販売している。非

組織部門での販売は，とりわけ都市，都市周辺，および小規模生産者で顕

表45　ジャイプール、シカールの酪農契約農家および独立酪農家の特性
契約農家 独立農家

小規模 中規模 大規模 全体 小規模 中規模 大規模 全体
乳牛・乳水牛頭数（3頭以下）（4-6頭） （6頭超） （3頭以下）（4-6頭） （6頭超）
観察数 50 49 51 150 50 51 49 150
家長の年齢 42.9 44.2 48.3 45.2 40.5 44.8 44.1 43.1 
家長の学歴 6.3 7.2 7.1 6.8 7.2 6.8 6.7 6.9 
家族数 9.1 10.9 14.2 11.4 8.8 9.0 13.9 10.6 

一家計あたり労働
者数 4.6 5.3 6.3 5.4 4.3 4.0 6.4 4.9 

土地所有規模（ha） 2.7 3.2 6.3 4.2 1.7 2.8 4.7 3.2 

一 家 計 あ た り 乳
牛・乳水牛頭数 2.40 4.61 9.06 5.39 2.44 4.55 9.47 5.45 

出所：Birthal, Jha, Tiongco, and Narrod 2009.
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著である。一般的に，大規模生産者は菓子店，レストラン，ホテル，そし

て都市ミルク市場（mandi）に販売している。ローカルなミルク・ヴェン

ダーも重要な機能を果たしている。彼らはミルク生産者からミルクを買い

付け，都市の消費者，菓子店，レストラン，ホテルに販売している。ヴェ

ンダーは，ミルクの規則的な供給を確保するために，しばしば生産者に信

用を提供している。また下請けは非組織部門にもある。請負業者（コント

ラクター）は，コミッション・ベースでミルクを集荷している。請負業者

も生産者に信用を提供している。

組織部門では，協同組合と民間企業が２つの主要なプレーヤーである。

2007年度時点で，ラジャスタン州の酪農協同組合数は13,682で，加盟者数

は約64.5万人である。州で生産しているミルク総量の5.2％を生産してい

る。またラジャスタン州のミルク加工プラントは全部で27あるが，そのう

ち9プラントは民間業者のものである。大半の民間企業は，直接あるいは間

接の契約農家方式を採用している。大半の契約生産者はミルク供給に関し

て暗黙の了解がある。企業のエージェントが規則的かつ良質のミルクを保

障する限り，企業/代理人に対していくらでもミルクを販売できるという暗

黙の了解である。各々の生産者には取引を記録するパスブックが配布され

ている。買い取り価格は，脂肪分と無脂固形分（SNF）によって決定され

ている。企業側からの支払いは10−15日間隔で行われている。生産者が望

むならば，エージェントを通じて，加工業者は飼料，医薬品，ワクチン，

鉱物混合物を，市場価格よりも安価な値段で，提供している。また要求が

あれば，獣医学サービスもわずかな費用で斡旋している。アドヴァイザリ

ーサービスは無料で行っている。

ビルタル＝ジャー＝ティオンゴ＝ナロッドは，費用・収益の推計を行い，

次のような結論を導きだしている。（1）契約農家と独立農家との間で，ミ

ルクの生産性および生産コストの面では大きな相違はない。（2）しかし販

売取引コストは契約農家のほうが低く，これが農家の収益率を改善してい

る主要因である。酪農家規模別にみても，すべての階層で契約農家のほう

変容するインド乳業
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がより収益が高いが，より大規模な農家のほうがより収益が高い。（3）ミ

ルクの販売価格は契約農家のほうが市場価格よりも低いが，販売取引コス

トの削減は，この価格差をつぐなってあまりある（表46）。

3－4　マザーデイリーの事例

以上，いくつかの事例研究を紹介した。いずれの調査研究も，酪農業部

門における民間企業の進出の様子を描き出しており，酪農協同組合と競合

関係にあることがわかる。インド酪農業の将来にとって，こうした新たな

状況に酪農協同組合がどう対応するかが大きな論点の一つであろう。新た

な状況に積極的かつ攻撃的に対応し，最も成功していると高い評価を受け

ているのは，前述したグジャラート州アーナンド市を拠点とするアムルと

デリー市を拠点とするマザーデイリーである。

マザーデイリーは，オペレーション・フラッド計画の下，1974年に設立

された。全国酪農開発局(NDDB: National Dairy Development Board)の子

会社である。液乳のすべてを酪農協同組合から，州酪農共同組合連合を通

じて，購入している。また果物・野菜も様々な農家・生育者の連合体から

購入している。さらに油種農家協同組合から油種を購入し「ダーラ

（Dhara）」ブランドの食用油を全国に販売している。

前述したように，NDDBは酪農協同組合の頂点に立つ政府機関である。

設立は1965年で，ミルク生産者を組織し，酪農を農村の人々の経済発展の

ための道具とすることを目的にした機関である。ラル・バハドゥール・シ

ャストリ首相によって提唱されたもので，カイラ・ミルク生産者協同連合

（Kaira Cooperative Milk Producer’s Union）＝アムルの成功をインド全土

に広げることを目的としている。1970年に始まり1996年まで継続したオペ

レーション・フラッド計画の実施によって，この目的達成を促進してきた。

オペレーション・フラッドの下，政府の支持を受ける中で，世界銀行から

の食料援助で得た粉ミルクとバター油をNDDBブランドで市場に販売し

た。販売から得られた収益は酪農協同組合の拡大のために投資された。マ

変容するインド乳業
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ザーデイリーは，アムル・モデルの全国展開計画の中で誕生した酪農協同

組合の一つである。

現在，「マザーデイリー」はインド最大（そしてアジア最大）のブラン

ド・ミルクであり，デリー，ムンバイ，サウラシュトラ，ハイデラバード

市場で，280万トン/日のミルクを販売している。デリー市およびデリー市

周辺地区（NCR: National Capital Region）では，230万トン/日のミルクが

14,000の小売店および845の特約アウトレットを通じて販売されており，ブ

ランド・ミルク市場の66％の市場シェアを持っている（Mother Dairy 

（http://www.motherdairy.com/about.asp）。パトパルガンジ(Patparganj)に

ある工場では，大口ヴェンディング・ショップ（自動販売機を設置したミ

ルク販売店）を通じて，85万リットルのトンドミルクを製造・販売してい

る。この他に，デリー市の12箇所で，ポリ容器入ミルクを販売するステー

ションがある。

ミルク・ビジネスの成功をみて，1988年にNDDBは果物・野菜プロジェ

クトを立ち上げ，「サファル」（SAFAL）ブランドでの販売を始めた。そし

て2002年４月にミルク部門と果物・野菜部門を統合してマザーデイリー果

物野菜会社（MDFVL: Mother Dairy Fruits & Vegetable Ltd）を設立した。

その後MDFVLは，販売会社としてのマザーデイリー・インディア社

（MDIL: Mother Dairy India Ltd.）と食品加工会社としてのマザーデイリー

食品加工会社（MDFPL: Mother Dairy Food Processing Ltd.）２社の持ち

株会社となった。MDFPLはインド全土に様々なユニットを持っており，マ

ザーデイリー（デリー）は，MDFPLの一単位である。マザーデイリー果物

野菜会社の2010年度の販売額は10億ドル（420億ルピー）を超えた。

マザーデイリー（デリー）は，ミルク，味つきミルク，アイスクリーム，

ダヒ，ラッシー，テーブル・バター，デイリー・ホワイトナー，ギー等を

生産している。1980年以降，社会貢献の一環として，大口ヴェンディング・

ショップではヴィタミンＡ入りのミルクを販売している。販売先はデリー

市だけでなく，ハリヤナ，ウッタル・プラデシュ，マハラシュトラ，アン
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ドラ・プラデシュ，グジャラート各州にも及んでいる。デリー市のあちこ

ちにマザーデイリーのブースがあり，消費者は様々なミルク商品を購入で

きる。

マザーデイリーの主要なステークホルダーは農民である。収益を最大化

することではなく，農家に最良のミルク購入価格を支払うことを最大の目

的としている。またマザーデイリー商品が消費者に受け入れられている最

も重要な要因は品質保証である。

1974年に設立されてから22年にわたってマザーデイリーは牛乳だけを

販売してきたが，1996年にアイスクリームの製造販売に着手した。そして

その後も，カード，味つきミルク，ラッシー，ミシュティ・ドイ，バター，

ギー，UHTミルク，チーズ，と次々に新商品の製造販売へと多角化を進め

た。さらにサファル・ブランド名で冷凍食品と野菜を，さらにトウモロコ

シ，混合野菜，冷凍ポテトスナックをも導入した。2010年度における，商

品別販売シェアはミルク65％，酪農製品（ミルク加工製品）13％，野菜・

果物12％，食用油10％である（http://articles.economictimes.indiatimes.

com/2011-05-05/news/29545772_1_new-strategy-base-home-turf）。

マザーデイリーのビジネスの成功を導いている要因は多々あるが，マイ

クロ・プロセッサーを使用した最新のプロセス・オートメーション製造に

よる製品の品質保証，多様なルートによる販売網の構築（大口ヴェンディ

ング・ショップ，小売店，プッシュカート販売），積極的な商品多角化経

営，積極的な宣伝・キャンペーン，きめ細かいインドの消費者好みの商品

の差別化，などに求められる（Ranjan and Bangabash no date; Joseph and 

Soundararajan 2009: pp. 264-269）。

デリ—市（NCR）における，マザーデイリーの最強の競争相手はアムル・

ブランドのGCMMFである。NDDB傘下の，２つの酪農協同組合をベース

とする企業が最大のライヴァルである。GCMMFの販売額は，マザーデイ

リー社の2.5倍近くにあたる1000億ルピーである。インド全国レヴェルでみ

ると，「ブランド・パッケージ・ミルク」市場では，マザーデイリー社の販

変容するインド乳業
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売額を超えている。デリー市においても，両ブランドは激しい市場競争を

展開している。

2011年８月22日，マザーデイリー果物野菜会社（MDFVL）の社長

（Managing Director）S. ナガラジャン（S.Nagarajan）氏からヒアリングす

る機会を得た10）。市場競争が激化する中で，マザーデイリー社は，2010年

５月に経営陣を一新し，新たにナガラジャンを社長に据えた。ナガラジャ

ンは1962年生まれ，弱冠48歳で社長に就任した。彼は，大学ではアーナン

ドで酪農技術を学び，その後アーメダバードのインド経営大学院（Indian 

Institute of Management Ahmedabad）を修了して，ネッスル（Nestle），キ

ャドベリー（Cadbury），ジョイコ（Joico），フリト・レイ（Frito Lay），フ

ィリップス（Philips）といった外資系企業での経営に長年携わってきた経

歴の持ち主である。図６は，ナガラジャン氏からのヒアリングに基づいて

作成したマザーデイリー社のサプライチェーンの概念図である（先に述べ

た，マザーデイリーのホームページから得られる数字とは若干異なってい

る）。

各村のミルク生産農家は，ミルク集荷所（“Pouring Station”と呼ばれ

る）に毎日ミルクを販売しにやってくる。デリー周辺だけでミルク集荷所

は10箇所ある。農民からの原乳の購入は，協同組合が担当している。脂肪

分および無脂固形分の割合によって価格が設定されているがテスターによ

って正確な分析が行われる。現在，農民への支払い方法として銀行振り込

みを推奨しており，また農民は携帯電話サービスを通じて，毎日の原乳購

入価格を知ることができる。ミルク集荷所に集められた原乳はバルクミル

ク・センターへと運ばれる。最近，農民はバルクミルク・センターにも直

接販売できるようになった。バルクミルク・センターに集められた原乳は，

タンカーで殺菌加工のため生産センターへと運ばれる。生産センターで殺

菌加工されたミルクは，バルク・ミルクとポリパック・ミルクの２種類に

10） 現地調査にあたっては，二階堂有子氏（武蔵大学）のご協力を得た。記して感謝します。
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分類される。バルク・ミルクの生産量は日産100−120万リットル，またポ

リパック・ミルクの生産量は日産170−190万リットルである。合計すると，

ほぼ毎日300万リットルが生産されていることになる。バルク・ミルクは，

（1）ミルクショップ，（2）200リットル入りコンテイナー，（3）フランチ

ャイズ契約店舗（特約店），へのいずれかに流れる。ミルクショップでは，

トークンを利用した自動販売機によるミルクおよびミルク製品の販売が行

われている。約800店舗がある。ミルクショップでの販売員はすべて退役兵

士を雇用している。マザーデイリー社は彼らに対して職業訓練を実施して

いるが，退役兵士たちは軍隊での訓練に慣れているために，きわめて訓練

しやすいとのことであった。ミルクショップは朝５時から朝11時まで，お

よび午後２時から深夜まで開いている。ミルクショップでの従業員はその

場所で寝泊りしている。退役兵士を雇用する最大のメリットはコストダウ

ンである。200リットル入りコンテイナーへの供給は1400箇所で行われて

おり，このコンテイナーは自転車（「カウ」と呼ばれている）に積まれて消

費者のもとへと届けられる。一方，ポリパック入りのミルクには，スキム

ミルク，フルクリームミルク，トンドミルク，ダブルトンドミルクの4種類

がある。これらは上で述べたミルクショップあるいは民間卸売り業者へと

供給される。マザーデイリー社と取引を行っている卸売り御者は約250社

あるが，すべて小規模なエージェントであり，通常は運送業を兼ねている。

１−２台のトラックを持っていて，自ら生産センターまでミルク・ミルク

製品を受け取りにやってくる。この方式もまた，マザーデイリー社のコス

トダウンにつながっている。ミルク・ミルク製品の配送は，マザーデイリ

ー社自身のタンカーによるもの16−20トン/日，外注タンカーによるもの５

−８トン/日である。配送にあたっては，ドイツ製の配送システムSAPを導

入している。卸売り業者からは，約14,000店舗にのぼる小売店へと流れる

が，小売業者の多くは消費者に対して宅配サービスおよび信用販売を実施

している。なお，最近バルクミルク・センターから消費者への直接販売が

始まった。小売店へのマージンは定額支払い方式が導入されている。リッ
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トルあたり２ルピーあるいは1ルピーである。この方式は，外資系企業の定

率支払い方式（例えば，リットルあたり３−５％）とは異なっており，こ

の点マザーデイリー社の経営革新の一つである。また，収益の配分比率は，

販売部門で約15％，調達部門で約８％であり，残りの76−78％はミルク生

産農家へと還元されている。ナガラジャンによると「農民はコストではな

い」。ミルク生産農家の生産インセンティブを確保する点に経営の重点が置

かれている。

アムルとの相違は，マザーデイリー野菜果物会社（MDFVL）が現在で

は会社法の下で登録されているという点である。NDDB自身が酪農協同組

合を会社法の下で登録するように推進しており，「社会的信任（social 

trust）」よりも「経済的信任（economic trust）」を重視するように変化し

ている。会社法の下では，ミルク生産農家は会社のメンバーとみなされて

いる。酪農協同組合にしばしば見られる政治的介入から自由になるための

手段であり，激化する市場競争に対処する動きである。ナガラジャンの経

営改革は，サプライチェーンのあらゆる場面でのコスト削減を目指してお

り，高品質の維持と消費者に近い場所での生産体制の確立を目指すもので

ある。

デリー市でも，ネッスルをはじめとする多国籍企業や数多くの中小規模

の民間業者が酪農業あるいはミルク・ミルク製品市場へと参入してきてい

る。農業と結びつくことのない，大小規模の商業用デイリー・ファームが

あちこちに見られる。そこで飼育されているウシは，インド固有のゼブ牛

ではない。わが国でも見られる，ホルシュタイン種，ジャージー種，クロ

スブリード種といった乳牛である。これもまた，インドの伝統的酪農業を

大きく変化させる要因であり，協同組合酪農業に変化を迫っている要因で

ある。マザーデイリーは，こうした新しい変化にいち早く対応しつつある

事例である。

変容するインド乳業
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おわりに：需要牽引型成長がインド農村経済に及ぼす影響

1991年代以降の経済自由化政策の推進によって，インド経済のグローバ

ル化が急速に進展している。かつて典型的な輸入代替産業であった乳業で

も，民間企業・外資に対する貿易と投資の規制緩和・自由化への転換が見

られた。経済自由化の進展に伴って，一人当たり所得の増加，都市化の進

展，若年人口の増加が見られ，インド社会のありかたも大きく変容してい

る。とくに，都会を中心に様々なライフスタイルの変化が見られる。すな

わち，核家族化の進展，女性の社会進出，交通手段の近代化，クレジット

カード利用の増大，都市家計への冷蔵庫やオーヴン等の電化製品の浸透，

といった現象である。

ライフスタイルの変化によって，とりわけ都市では消費形態が大きく変

化している。外食産業が発展するとともに，高価値食品に対する需要が増

大している。後者の中でも顕著に消費が増加しているのは，ミルク・ミル

ク加工製品や鶏肉・鶏卵である。それと同時に，小売部門の近代化が急速

に進展している。モールやスーパーマーケットが林立するようになった。

「モール＝スーパーマーケット革命」は，包装産業，冷凍技術産業，不動

産，建設業をはじめ，様々な関連産業の発展を導く起爆剤となっている。

本稿で取り上げた乳業の場合には（鶏肉・鶏卵産業，果物・野菜産業と

同様に），契約農家方式が導入され，ミルクの買い付け形態が大きく変化し

始めた。またミルク加工部門に，従来の酪農協同組合に加え，民間企業や

外資系企業が新規参入し，流通形態の近代化・商業化が進展してきた。情

報産業技術に基づいた経営環境の整備，市場インフラの整備，市場アクセ

スの改善等が見られる。さらに，酪農政策もかつての「貧困削減のための

酪農業の発展」という理念から，「市場志向的な近代的酪農ビジネス」へと

転換した。

消費革命を起点とする，これら様々な新しい動きは，農村のありかたを

も大きく変えている。最も大きな変化は，インド農業を支えてきた伝統的



131

な穀物・畜産混合制度の崩壊である。1960年代後半からの「緑の革命」の

進展に伴う機械化の進展によって役畜頭数が減少してきたが，さらに1970

年代に始まった「白い革命」による畜産生産の産業化・近代化によって，

乳牛・乳水牛への特化が始まった。酪農業の自由化は，こうした動きをさ

らに加速した。組織部門民間企業の酪農業への参入によって，契約農家方

式が導入されはじめ，情報産業技術を駆使したサプライチェーンの近代化

が見られるようになった。さらにまた民間企業による商業用ミルク生産農

場数も急速に拡大している。これに伴い，伝統的な穀物・畜産混合制度の

解体が一層促進されており，一方では土地なし農民の酪農からの退出，他

方では限界農以上の農村家計における乳牛・乳水牛所有頭数の増加となっ

てあらわれている可能性がある。また，今後農業と酪農業との分業，およ

び農業とは関連を持たない近代的酪農業が進展する可能性がある。

変容するインド乳業
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The Changing Indian Dairy Industry

Hideki ESHO

《Abstract》
Since the launch of liberalization in 1991, the Indian economy has quickly 

globalized and with this globalization, people’s lifestyles have changed 
substantially. One such change is the increase in demand for high value-
added products, such as milk and milk products, chicken meat and eggs, 
and fruits and vegetables. In this paper, we focus on milk and milk 
products. Alongside cooperative dairy societies, many private firms, 
including foreign companies, are entering the dairy industry, and the 
production and distribution network is becoming modernized. Dairy policy 
has also changed from “dairy development as a tool to eradicate poverty” to 

“the development of a market-oriented dairy business”. Such new trends 
exert an immense impact on the village economy. The most conspicuous 
change is the collapse of the traditional, mixed crop-livestock system. With 
the entrance of private firms into the dairy business, contract farming has 
been introduced, and the management of the supply chain has been 
modernized. With these new developments, landless farmers are quitting 
the livestock business, while marginal and small-scale farmers are 
increasing the amount of livestock they own. Also, the number of 
commercial dairy farms that have no relation to traditional agricultural 
systems is increasing. 


